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●北海道１５０年事業の展開
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来

○ 268,008
【総合政策部】 ㉙ ( 19,505 )

来

◎ 26,905
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 25,477
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

108,944

来

○ 25,326
【環境生活部】 ㉙ （ 8,560 )

来

◎ 8,847
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 3,396
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 8,824
(再掲) 【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 2,700
(再掲) 【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 12,000
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

○ 50,000
【総合政策部】 ㉙ （ 16,000 )

1,180,393

来

13,225
【総務部】 ㉙ （ 5,353 )

87,835
(再掲) 【総務部】 ㉙ （ 23,920 )

来

○ 27,452
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 20,814 )

来

◎ 5,701
(再掲) 【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

来 創

○ 430,580
(再掲) 【環境生活部・経済部】 ㉙ （ 42,236 )

（表記注釈）

◎：新規事業　　○：拡充事業　　来：北海道未来創生事業　　赤：赤レンガチャレンジ事業　　【　　】：事業執行部局名

創：地方創生交付金の活用を予定する事業　　戦：戦略産業雇用創造プロジェクト補助金の活用を予定する事業

※：平成29年度計上事業で平成30年度執行事業　　㉙：平成29年度の予算額（28年度補正の一部も含む）

北海道150年事業に関連し、道民や地域の視点を生かして様々な主体が企
画・実施する「北海道みらい事業」を、地域づくり総合交付金により支援する。

日中経済協力会議開催費負
担金

地域に伝わる民俗芸能の振興・伝承を図るため、子どもたちが主体的に取り
組む民俗芸能の活動を発表する全道大会を開催する。

北海道未来人財応援事業費 本道の将来を担う人材の育成を図るため、若者の海外留学や、スポーツ指導
者、芸術家、職人を目指して海外で資質向上に取り組む挑戦を、「ほっかいど
う未来チャレンジ基金」等により支援する。

北海道史編集費 新たな北海道史の編さんを行うため、編さん組織の設置・運営を行うととも
に、編さんに必要な資料の調査・収集などを行う。

赤れんが庁舎改修事業費 赤れんが庁舎を適切に保存するとともに、歴史文化・観光情報の発信拠点と
して利活用を図り、北海道観光の呼び水とするため、改修に向けた実施設計
や有効活用に向けた指針の策定を行う。

道内企業の中国市場への参入促進や輸出拡大に向け、ビジネスチャンスの創
出や海外展開の機運醸成を図るため、日中の政府機関、経済団体、企業など
が集うハイレベル会合を誘致する。

関連推進施策 北海道150年の基本理念に沿った継続的な取組として、北海道史の編さんや
赤れんが庁舎の改修、美術館等が相互に連携した本道の文化の発信力強化
などの施策を推進する。（以下、主なものを掲載）

歴史文化「体感」交流空間再
生事業費

北海道百年記念事業の一環として整備した百年記念施設(北海道博物館、開
拓の村、百年記念塔)を含む周辺地域を、歴史文化体感交流空間として再生
するための構想を策定する。

ほっかいどう民俗芸能振興
事業費

北海道150年事業費 北海道命名150年の節目を祝い、式典などの記念セレモニーを開催するほ
か、本道の未来を担う子どもたちに学ぶ楽しさを伝えるためのイベント、ゆか
りのある三重県・佐賀県との子ども交流などを実施する。

サイエンスフェスティバル開
催経費負担金

若者をはじめ道民のチャレンジャー精神を呼び起こし、世界を舞台に活躍す
る人材を育成・輩出するため、マサチューセッツ工科大学(MIT)教授を招へい
し、聴衆参加型の講演会を実施する。

民族共生象徴空間誘客促
進・地域連携事業費

民族共生象徴空間の開設に向け、道内外の機運醸成や誘客促進を図るた
め、国内プロモーションや道内の地域連携体制の検討、海外での道産品PRと
連携したアイヌ文化の発信強化などを行う。

宇宙へのチャレンジ推進事
業費

宇宙分野を目指す人材の育成や科学技術への理解促進を図るため、高校生
等を対象としたロケット製造工場見学等の課外授業や小中学生を対象とした
宇宙をテーマとするイラスト募集、宇宙飛行士による講演会等を実施する。

ふるさと教材活用事業費 本道の歴史や発展を支えた偉人に関する児童生徒の理解を深めるため、本
道にゆかりのある人物を題材とした北海道版道徳教材「きた ものがたり」
を、道内の小学校５・６年生及び中学校１年生に配付する。

地域文化発信推進事業費 北海道博物館において、「北海道」の名付け親である松浦武四郎の功績等を
振り返る特別展「松浦武四郎」展等を開催する。

北海道姉妹友好提携地域ﾗｳ
ﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ２０１８開催事業費

姉妹友好提携地域との親交を深め、効果的な北海道情報の発信など今後の
国際戦略の推進につなげるため、各地域の代表らが集うラウンドテーブル
ミーティングを開催し、今後の発展ビジョン等について議論する。

北海道みらい事業 北海道150年に関連する道の取組として、北海道博物館における特別展「松
浦武四郎」展や民俗芸能の振興・伝承を図る全道大会等を開催するほか、各
種記念イベント等を実施する。（以下、主なものを掲載）

全国知事会議費 札幌市において開催される全国知事会議の場を活用し、プレイベントや意見
交換会などの関連行事等の実施を通じて本道の魅力を全国に発信する。

地域づくり総合交付金
（北海道150年事業分）

重点的に取り組む施策 －各施策の主な事業等－
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来

◎ 37,374
(再掲) 【教育庁】 ㉙ （ 0 )

●アイヌ文化の発信等強化 
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

1,101,100

来 創

○ 430,580
【環境生活部・経済部】 ㉙ （ 42,236 )

来

19,079
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 40,543 )

30,919
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 37,732 )

81,024
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 81,024 )

108,363
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 108,363 )

◎ 100,000
【建設部】 ㉙ （ 0 )

◎ 320,000
【建設部】 ㉙ （ 0 )

11,135
【教育庁】 ㉙ （ 13,046 )

○ 323,669
【環境生活部】 ㉙ （ 319,314 )

35,753
【環境生活部】 ㉙ （ 39,544 )

●新たな道を切り拓く人財の育成
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

75,916

来

◎ 30,882
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

来 創

○ 13,352
(再掲) 【農政部】 ㉙ （ 14,543 )

○ 9,417
(再掲) 【農政部】 ㉙ （ 5,221 )

来

◎ 2,912
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

○ 9,353
(再掲) 【水産林務部】 ㉙ （ 6,870 )

10,000
(再掲) 【建設部】 ㉙ （ 10,000 )

青年新規就農者確保対策事
業費

若者の就農意欲を喚起するとともに、地域における若者の就農促進に向けた
取組を支援するため、高校生を対象とした農業の出前授業や農業法人見学
会の開催、農業大学校と連携した取組などに取り組む。

木育推進事業費 森林づくりへの理解促進などを図るため、森林・木材とふれあう機会の提供
等に取り組む木育マイスターの育成、親子向けの木工教室、中高生等を対象
とした林業等現場体験等に取り組む。

建設業担い手対策推進事業
費

建設産業の担い手確保・育成を図るため、建設産業ふれあい展やICT体験講
習会、人材確保・育成に向けた研修会等を実施するとともに、建設業団体等
が行う生産性向上等の事業経費の一部を補助する。

北海道ふるさと・みらい創生
推進事業費

若者の流出を食い止め、道内産業の担い手等を育成するため、道立高校にお
いて、企業や大学、地域等と連携した産業教育やインターンシップ等のキャリ
ア教育の充実、外国人留学生との交流促進を図る。

水産高校生漁業就業促進対
策事業費

沿岸漁業への就業を促進するため、漁業研修所及び周辺漁家における就業
体験や漁業者等による授業など、道内水産高校生が沿岸漁業に接する機会
を創出する。

北海道スマート農業推進事
業費

農家戸数の減少や高齢化による担い手不足に対応するため、 スマート農業
技術を地域で活用できるよう、地域の人材育成等を図るとともに、将来を担
う農業高校生向けの実践研修を新たに実施する。

アイヌ文化振興・研究推進機
構事業費補助金

アイヌ文化振興法に基づき、国の指定を受けてアイヌ文化の保存･伝承に関
する普及啓発等を行う（公財）アイヌ文化振興･研究推進機構の事業に要す
る経費を補助する。

アイヌ協会活動促進費 アイヌの人たちの民族としての誇りが尊重される社会の実現を目指し、（公
社）北海道アイヌ協会が行う広報啓発活動や伝統工芸品展、先住民の日記念
事業など、各種事業に要する経費を補助する。

未来を担う若者の道内就業・
活躍に向けた取組の推進

企業や大学、地域の関係機関等と連携し、道立高校生に対する産業教育やイ
ンターンシップ・体験学習などキャリア教育等の充実を図り、本道の基幹産業
や地域を支える人材の育成、道内就業の促進を図る。

広域観光推進事業費 地域の観光協会や団体などが連携して広域的に取り組む観光商品の開発や
周遊ルートづくり、プロモーションなどを支援し、広域連携や二次交通整備等
の受入体制整備を図る。

北海道教育旅行活性化事業
費

北海道の文化や歴史、自然に関する教育旅行の学習素材やモデルルートを
道外へPRし、道内への教育旅行の誘致を図る。

アイヌ文化財保存対策費 アイヌ文化財の調査、記録、保存、活用、伝承活動の支援や理解を促進する取
組を実施する。

都市計画街路事業(公園通改良
事業、白老駅前広場整備）

民族共生象徴空間への交通アクセス改善のため、道路拡幅・歩道設置を実施
するとともに、民族共生象徴空間の周辺環境整備として、白老駅の駅前広場
を整備する。

白老大滝線交通安全事業・
防雪事業

民族共生象徴空間への交通アクセス改善のため、歩道や踏切道の拡幅、交差
点の改良、雪崩予防柵の設置等を行う。

地域観光活性化促進事業費 地域の観光従事者などが連携して行う地域の特性を生かした観光資源の掘
り起こし・磨き上げによる多様な観光商品づくりの取組に対し、商品開発から
PR、旅行会社へのセールスまで一貫した支援を行う。

世界へ向けたｱｲﾇ文化発信・象徴
空間開設に向けた取組の推進

2020年4月の民族共生象徴空間の開設に向け、アイヌ文化の発信や地域連
携体制の強化、交通アクセスの改善、周辺環境整備などに取り組み、道内外
の機運情勢や誘客促進、受入環境の整備を図る。

民族共生象徴空間誘客促
進・地域連携事業費

民族共生象徴空間の開設に向け、道内外の機運醸成や誘客促進を図るた
め、国内プロモーションや道内の地域連携体制の検討、海外での道産品PRと
連携したアイヌ文化の発信強化などを行う。

北海道新幹線利用促進費 開業効果の維持・拡大に向け、交流人口の拡大を図るため、北海道新幹線の
利用促進・気運醸成や東北エリアとの連携に向けた取組の推進を図る。

「アートギャラリー北海道」推
進事業費

道内の美術館等が所蔵する美術品等の価値を見つめ直し、その魅力の発信
を強化するため、美術館等の連携による所蔵作品の相互紹介やイベント事
業、PR活動を展開する。
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95,333

来

◎ 26,905
（再掲） 【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

○ 27,452
【総合政策部】 ㉙ （ 20,814 )

来

◎ 30,882
(再掲) 【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 3,217
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 2,936
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

○ 3,941
【教育庁】 ㉙ （ 1,724 )

8,061
【教育庁】 ㉙ （ 8,344 )

来

◎ 8,824
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 4,327
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ 126,300
【総務部】 ㉙ （ 0 )

●多様な人材の活躍促進と呼び込みの強化
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

16,211

◎ 11,632
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 0 )

◎ 4,579
【経済部】 ㉙ （ 0 )

来 創

87,285

11,380
【経済部】 ㉙ （ 11,385 )

27,907
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 27,907 )

47,998
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 50,000 )

来 創

97,583

59,284
【総合政策部】 ㉙ （ 59,284 )

道市連携による「働き方改
革・女性活躍」加速化事業

道と札幌市が連携し、「働き方改革を加速化する仕組みづくり」や「女性の活
躍促進に向けた潜在労働力の掘り起こしと就労支援」に取り組み、道内に「働
き方改革」、「女性の活躍」を幅広く浸透・波及させる。

子育て女性再就職応援事業
費

子育て女性の再就職を促進し、女性が活躍できる社会の実現を図るため、特
に人手不足が深刻化している地域において、再就職への不安の解消やマッ
チング機会の創出などに取り組む。

就業環境改善支援事業費 中小企業等の就業環境改善を促進するため、働き方改革に取り組む企業の
認定や地域企業へのハンズオン支援(事業段階に応じた伴走型支援)、優良
事例の普及に取り組む。

ほっかいどう働き方改革支
援センター運営等事業費

企業等の働き方改革を支援するため、包括的な支援をワンストップで行う
「ほっかいどう働き方改革支援センター」を運営するとともに、人手不足の業
界団体と連携した改革プランの作成等に取り組む。

東京発「北海道暮らし」の魅
力創造・発信

首都圏等から本道への人の流れを創出するため、若者、現役世代、アクティ
ブシニア、障がい者など幅広い方々をターゲットに首都圏等からの移住・定住
を促す取組を推進する。

若年者等人材呼び込み・呼
び戻し事業費

道外の若年者等の呼び込み・呼び戻しのため、インターネットを活用した求人・
求職情報の提供や、大学・民間が主催する就職説明会等における道内企業の
求人情報の提供などの取組を実施する。

地域若者就業・定着支援事
業費

道内14か所に地域雇用ネットワーク会議を設置し、若者へ企業情報等を提供
する「じもと×しごと発見フェア」のほか、非正規労働者の正社員化・処遇改
善に向けた調査等を実施する。

いなか暮らし応援プログラ
ム推進事業費

移住・定住を促進するため、「ふるさと移住定住推進ｾﾝﾀｰ」を運営するととも
に、市町村・企業の移住施策を促進する「官民連携加速ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ」や地域の
仕事を掘り起こす「ﾛｰｶﾙﾜｰｸｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ」を配置する。

若者・女性等の就業・働き方
改革支援

人口流出が進む若者・女性の地域定着、首都圏等からの還流を促進するとと
もに、就業環境の整備など働き方改革をワンストップで行う拠点を設置する
ことにより、地域産業を担う人材の活躍と確保を総合的に支援する。

高校生交換留学促進事業費 本道の国際交流をリードするグローバル人材を育成するため、カナダ・アル
バータ州に加え、新たにアメリカ・ハワイ州との高校生の交換留学を行う。

グローバル人材の育成に向
けた英語力向上推進事業費

グローバル化の進展に対応し、高校生の英語力の向上や国際理解教育の充
実・活性化を図るため、ＩＣＴを活用した海外高校生との交流や、研究指定校に
おける授業実践によるタイプ別授業プログラムの開発を行う。

私立学校施設耐震化支援事
業費補助金

子どもたちが安全な環境下で学べるよう、私立学校施設の耐震化を進める
ため、学校法人等が行う耐震化に係る経費の一部を補助する。

小学校英語力向上支援事業
費

小学校における英語の教科化に向け、小学生が外国人との英会話に挑戦す
るモデル事業を実施し、その成果の普及を図る。

北海道グローバル人材育成
キャンプ事業費

国際社会に対応できる英語力やコミュニケーション能力を備えた人材を育成
するため、グローバル人材育成キャンプを実施する。

ふるさと教材活用事業費 本道の歴史や発展を支えた偉人に関する児童生徒の理解を深めるため、本
道にゆかりのある人物を題材とした北海道版道徳教材「きた ものがたり」
を、道内の小学校５・６年生及び中学校１年生に配付する。

林業大学校設立準備費 林業の担い手育成に必要となる人材育成機関の設立に向け、カリキュラムの
検討や教員・講師の選定、外部機関との連携体制の構築、道内の高校等への
開校周知など準備を進める。

グローバル人材の育成 高校生や若者の留学・海外挑戦の機会を充実させるとともに、英語教育や国
際交流機会の充実、世界に目を向ける機会の創出など、若者の英語力や国際
理解力を高める取り組みを行う。

北海道ふるさと・みらい創生
推進事業費

若者の流出を食い止め、道内産業の担い手等を育成するため、道立高校にお
いて、企業や大学、地域等と連携した産業教育やインターンシップ等のキャリ
ア教育の充実、外国人留学生との交流促進を図る。

サイエンスフェスティバル開
催経費負担金

若者をはじめ道民のチャレンジャー精神を呼び起こし、世界を舞台に活躍す
る人材を育成・輩出するため、マサチューセッツ工科大学(MIT)教授を招へい
し、聴衆参加型の講演会を実施する。

北海道未来人財応援事業費 本道の将来を担う人材の育成を図るため、若者の海外留学や、スポーツ指導
者、芸術家、職人を目指して海外で資質向上に取り組む挑戦を、「ほっかいど
う未来チャレンジ基金」等により支援する。
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10,000
【総合政策部】 ㉙ （ 10,000 )

5,439
(再掲) 【保健福祉部】 ㉙ （ 5,794 )

6,410
【保健福祉部】 ㉙ （ 6,410 )

5,863
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 6,256 )

6,144
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 6,145 )

4,443
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 4,443 )

来 創

16,370
(再掲) 【水産林務部・農政部】 ㉙ （ 19,070 )

来

◎ 15,187
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 6,956
【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

来 戦

34,851
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 34,924 )

6,088
【総合政策部】 ㉙ （ 10,481 )

72,442
(再掲) 【保健福祉部】 ㉙ （ 72,442 )

20,218
(再掲) 【保健福祉部】 ㉙ （ 25,503 )

28,859
(再掲) 【保健福祉部】 ㉙ （ 19,740 )

70,427
(再掲） 【経済部】 ㉙ （ 70,565 )

106,883
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 112,064 )

3,867
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 5,526 )

◎ 1,649
【農政部】 ㉙ （ 0 )

3,582
(再掲) 【水産林務部】 ㉙ （ 4,303 )

10,000
(再掲) 【建設部】 ㉙ （ 10,000 )

クール林業担い手確保対策
事業費

若年層・女性などの新規就業を促進するため、教育機関や林業事業体、市町
村など地域の関係者によるネットワークを活用し、通年雇用化を促進すると
ともに就業環境の改善などを支援する。

建設業担い手対策推進事業
費

建設産業の担い手確保・育成を図るため、建設産業ふれあい展やICT体験講
習会、人材確保・育成に向けた研修会等を実施するとともに、建設業団体等
が行う生産性向上等の事業経費の一部を補助する。

「共生型地域福祉拠点」推進
事業費

高齢者、障がいのある方、子ども等の多世代が交流し、住民同士の支え合い
の取り組みを進める「共生型地域福祉拠点」の設置促進に向けた機運の醸成
や拠点運営の核となる人材の実践力の向上を図る。

北海道「生涯活躍のまち」構
想推進事業費

北海道らしい「生涯活躍のまち」の推進を図るため、コーディネーターによる
各種助言や、取組を進める市町村間のネットワーク化、首都圏等への一元的
な情報発信などにより、地域の取組を支援する。

農業分野におけるワーク
チャレンジ推進事業費

これまでアプローチしていなかった都市部の就業困難な若者など、潜在労働
力の活用を推進するとともに、農業分野における働き方改革を推進し、多様
な人材の呼び込みと労働力の確保を図る。

農林漁業の新たな担い手確
保モデル事業費

道内外における新卒者や転職希望者を対象とした農林水産業のPRや道内普
通高校への出前講座、農林水産業が連携した就業・暮らし体験など、農林水
産業の新たな担い手確保の取組を推進する。

中高年求職者安定就業促進
事業費

中高年求職者を対象に、地域産業の理解に資する取組や意識改善セミナー、
企業見学会などを実施する。

北の女性活躍サポート事業
費

女性の社会参画や男女平等意識の向上を図るため、おうちビジネスやコ
ワーキングなど多様な社会参画の実例を学べるイベントや、意識改革に向け
た講演会、トークセッション等を開催する。

北海道就業サポートセン
ター事業費

企業における若年者の人材確保・定着やﾆｰﾄの理解・受入促進を図るため、14
振興局に企業向けの相談窓口「北海道就業ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ」を開設し、「ほっかい
どう働き方改革支援ｾﾝﾀｰ」や専門家と連携しながらｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行う。

障がい者の多様な社会参加
促進事業費

多様な産業の事業所等にコーディネーターを派遣するなどして、障がい者雇
用の理解促進を図る。

女性医師等就労支援事業費
補助金

女性医師の就労サポート、勤務環境整備に取り組む医育大学、道医師会及び
医療機関を支援する。

北海道求職者就職支援セン
タ－事業費

本道の将来を担う若者や、再就職の緊急性が高い中高年求職者の就職を促
進するため、ジョブカフェ・ジョブサロン北海道において、カウンセリングやセ
ミナーなどきめ細やかな就職支援サービスを推進する。

北の大地への交流・定住促
進費

本道への移住・定住促進を図るため、地域の受入体制づくりへの支援や情報
発信等の取組を実施するほか、「地域づくりサポート隊」の配置及び定着支
援を実施する。

本社機能・オフィス拠点誘致
推進事業費

人手不足やリスク分散を理由とした企業の地方拠点拡大の動きや国におけ
る地方への企業拠点強化に呼応して、本社機能、研修機能及びオフィス機能
の企業誘致活動を展開する。

地域連携型ヘルスケアビジ
ネス創出事業費

地域の民間事業者を対象にセミナーや研修等を行い、ヘルスケアサービス
事業へのビジネス参入を促進する。

空き店舗を活用したｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ創出加速事業費

高齢者・子育て世代の交流や生活サービス支援の拠点づくりなど、商店街の
空き店舗を活用した、コミュニティビジネス創出の取組を支援する。

地域人材を活用した労働環
境改善促進事業費

介護福祉士の労働環境の改善を通じ、職場定着の推進を図るため、介護事業
所における直接介助以外の補助業務への高齢者等の従事促進の取組を支援
する。

介護のしごと普及啓発事業
費

高齢者や主婦など広く道民の介護に対する理解の促進を図るため、介護に
関する普及啓発イベントや職場見学会等を実施する。

若年者等地域人材誘致・交
流促進事業費

道内外の若者が地域への関心や愛着を持つための実践活動プログラムを策
定・普及するとともに、将来のUIターンや移住につなげるため、首都圏の若年
層とのネットワークを構築し、移住関心層の掘り起こしを図る。

公共訓練費（養成・転職職業
訓練費）

道立高等技術専門学院において新規学卒者や離転職者等に対し、技能・知識
の付与やその職業能力を再開発することにより、就職を容易にし、職業生活
の安定を図る。
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●スポーツを通じた人づくり・地域づくりの推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

◎ 5,476
【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

来 創

43,793
【経済部】 ㉙ （ 43,822 )

◎ 10,000
【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

◎ 186,249
【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

◎ 10,000
【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

97,110
【環境生活部】 ㉙ （ 116,091 )

37,000
【環境生活部】 ㉙ （ 45,000 )

9,000
【環境生活部】 ㉙ （ 10,000 )

32,821
【環境生活部】 ㉙ （ 34,555 )

65,031
【環境生活部】 ㉙ （ 65,031 )

●子どもの確かな成長を支える環境づくり
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

1,093,466

来

8,552
【保健福祉部】 ㉙ （ 13,534 )

来

897,490
(再掲) 【保健福祉部】 ㉙ （ 644,125 )

○ 2,245
【保健福祉部】 ㉙ （ 956 )

55,925
【保健福祉部】 ㉙ （ 55,925 )

6,691
【保健福祉部】 ㉙ （ 5,873 )

35,421
【保健福祉部】 ㉙ （ 35,421 )

24,717
【保健福祉部】 ㉙ （ 26,096 )

30,859
【保健福祉部】 ㉙ （ 30,586 )

ラグビーワールドカップ2019
地域交流等推進事業費

国内外の女子ラグビーチームによる国際交流大会を開催するほか、公認キャ
ンプ地選定を目指し、野幌ラグビー場の整備を行う。

北海道パラアスリート発掘プ
ロジェクト

2020東京ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ大会に向けて、選手発掘やﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸｽﾎﾟｰﾂ体験会を開
催するなど、多くの選手の大会出場を目指すともに、障がいのある方が地域
においてｽﾎﾟｰﾂに親しむ環境を整備する。

スポーツ王国北海道事業費 スポーツの裾野を拡大するとともに、冬季の国際大会で活躍できるよう、ジュ
ニア選手の育成・強化などに取り組む。

子どもの貧困対策強化推進
事業費

子どもたちが夢と希望を持って成長できるよう、振興局単位の支援ネット
ワークの構築、ひとり親家庭の就労支援、子どもの居場所づくりへの支援、ス
クールソーシャルワーカーの配置など、分野横断的な対策強化を図る。

第74回国民体育大会冬季大
会開催費補助金

平成31年1月から2月に開催される第74回国民体育大会冬季大会の開催費に
対し補助する。

日本スポーツマスターズ
2018札幌大会開催費補助金

平成30年9月に開催される日本スポーツマスターズ2018札幌大会の開催費
に対し補助する。

国民体育大会派遣費補助金 （公財）北海道体育協会が行う、国民体育大会への北海道選手団派遣事業に
対し補助する。

ひとり親家庭等生活支援事
業費補助金

市町村が実施する、ひとり親家庭の子どもを対象とした学習支援や家庭生活
支援員の派遣による相談・生活支援に係る経費の一部を補助する。

スポーツ競技力向上推進費
補助金

ジュニア選手等の育成強化を図るため、公益財団法人北海道体育協会が実
施する選手強化事業等に対し補助する。

北海道子どもの貧困対策
ネットワーク会議事業費

子どもの貧困対策の充実・強化を図るため、新たに多様な分野の関係者が参
画する地域ネットワークを振興局単位で構築する。

母子家庭等自立支援給付金
支給等事業費

ひとり親家庭の就業支援のため、教育訓練講座修了後に受講費用の一部を
支給する自立支援教育訓練給付金事業、1年以上の養成機関に就業する間の
生活費負担を軽減する高等職業訓練促進給付金事業等を実施する。

生活困窮者自立支援事業費 貧困の連鎖を防止するため、生活保護世帯を含む生活困窮世帯の子どもを
対象として、学習支援や居場所の提供、進路相談等、高校中退防止のための
支援、親に対する養育支援などの取組を実施する。

母子家庭等就業・自立支援
センター事業費

母子家庭等就業・自立支援センターにおいて、母子家庭の母等に対し、就業相
談から就業支援講習会、就業情報の提供までの一貫した就業支援や養育費
相談などの生活支援を提供する。

母子・父子自立支援員設置
費

母子・父子自立支援員を設置し、ひとり親家庭及び寡婦に対し、生活一般につ
いての相談支援や母子父子寡婦福祉資金の貸付けに関する相談・指導等を
行う。

子どもの居場所づくり推進
事業費

様々な困難や課題を抱える子どもたちに食事の提供などを行い、地域との
つながりを持つことができる居場所づくりを促進する。

地域スポーツコミッション推
進事業費

スポーツ大会や合宿を誘致するため、地域の関係団体とのネットワークを構
築しスポーツコミッションの設立促進・連携強化を図るほか、受入や大会運営
を支援するスポーツプロボノ委員(仮称)を委嘱する。

北海道スポーツツーリズム
戦略的誘客促進事業費

2020年東京オリンピックパラリンピックなど今後の大型スポーツイベントの開
催に合わせ、本道に優位性のあるスポーツを核としたツーリズムの振興を図
る。

2020東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競
技大会聖火ﾘﾚｰ関連事業費

オリンピックムーブメントを推進するとともに2020東京オリパラ聖火リレーを
成功させるため、北海道聖火リレー実行委員会を設置し、ルート選定やラン
ナーの公募、沿道整備などについて検討する。

多子世帯の保育料軽減支援
事業費

多子世帯の経済的負担を軽減するため、一定の所得以下の世帯における第2
子以降（3歳未満）の乳幼児に係る保育料を無償化する。
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○ 31,566
(再掲) 【教育庁】 ㉙ （ 29,737 )

◎ 63,000
【総務部】 ㉙ （ 99,960 )

◎ 10,963
【保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

◎ 2,221
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 6,946
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

○ 1,422,882
【教育庁】 ㉙ （ 1,439,487 )

○ 214,604
【教育庁】 ㉙ （ 202,311 )

35,182
【総務部】 ㉙ （ 13,082 )

7,771,292
【総務部】 ㉙ （ 7,978,822 )

690,426
【総務部】 ㉙ （ 696,942 )

41,442
【総務部】 ㉙ （ 39,669 )

2,000
【総務部】 ㉙ （ 2,000 )

3,640,397
【保健福祉部】 ㉙ （ 4,168,255 )

30,175
【保健福祉部】 ㉙ （ 9,288 )

113,706
【保健福祉部】 ㉙ （ 114,000 )

53,449
【教育庁】 ㉙ （ 58,113 )

6,870
【教育庁】 ㉙ （ 11,500 )

7,003
【教育庁】 ㉙ （ 8,221 )

7,700
【教育庁】 ㉙ （ 8,463 )

136,844
【教育庁】 ㉙ （ 146,290 )

21,213
【教育庁】 ㉙ （ 23,629 )

スクールソーシャルワーカー
配置活用事業費

社会福祉等の専門的な知識や経験を有する者をスクールソーシャルワー
カーとして活用し、関係機関等の連携や多様な支援方法を用いて、問題を抱
えた児童生徒の課題の解決を図る。

子ども相談支援センター事
業費

「子ども相談支援センター」を運営し、いじめや不登校・体罰などについて子
どもや保護者から直接相談を受け、問題解決につなげる支援を行う。

子育て支援対策事業費 認定こども園の整備等に要する費用に対して助成するとともに、保育人材の
確保のため、保育士等の資格取得に対する支援を行う。

特別支援教育総合推進事業
費

障がいのある幼児、児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応した、切れ目の
ない教育的支援を行うなど、特別支援教育の充実を図る。

ほっかいどうＩＣＴ活用教育加
速化事業費

広域分散型である本道の地理的特性を踏まえ、ＩＣＴを活用した遠隔授業・交
流の実施により教育水準の向上を図る。

学校・家庭・地域連携協力推
進事業費

学校・家庭・地域が連携・協働し、学びによるまちづくりや地域人材育成、放課
後子供教室、子ども未来塾、土曜日の教育支援活動、家庭教育支援等の取組
を通じて、社会全体の教育力の向上や地域の活性化を図る。

児童虐待防止対策等推進事
業費

複雑・多様化する児童虐待の未然防止や早期発見、早期対応を図るため、児
童虐待防止施策等の推進に係る体制整備及び関連事業に取り組む。

いじめ等対策総合推進事業
費

いじめや不登校などの未然防止や早期発見・早期解決を図るため、スクール
カウンセラーやスクールソーシャルワーカーを活用するとともに、SNSを活用
した相談窓口を一定期間開設し、今後の在り方を検討する。

保育緊急確保事業費 清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付けといった保育に係
る周辺業務を行う者の配置を支援し、保育士の業務負担の軽減を図る。

学力・体力向上総合推進事
業費

本道の児童生徒の学力・体力向上のため、学校全体の組織的な検証改善サイ
クルの確立や授業改善、子ども向け運動プログラムの作成、望ましい生活習
慣の確立に向けた取組などを実施する。

高等学校学力向上実践事業
費

学力評価テスト等の実施による生徒の学力把握や学習指導のあり方等につ
いて研究などを行う。

職業実践専門課程研修補助
金

道内の専門学校の教員を対象に行う、職業実践専門課程に対応した指導力
の向上を図る研修に対し、経費の一部を補助する。

幼稚園教員人材確保支援事
業費

幼稚園教員の安定した人材確保と幼児教育の質の向上を図るため、国の制
度を活用し、教員の処遇改善を行う私立幼稚園に対し、処遇改善に係る経費
の一部を補助する。

高等学校における学習サ
ポーター派遣事業費

中途退学者等が多い高校に退職教員等の学習サポーターを派遣し、補習等
の学習指導を行うほか、資格取得の支援や教員の就職指導の補助を行う。

コミュニティ・スクール推進
体制構築事業費

学校・家庭・地域の連携・協働体制の確立に向け、コミュニティ・スクールの導入
促進と取組の充実を図るため、推進協議会の開催やコーディネーター養成
研修の実施、アドバイザーの派遣などに取り組む。

私立小中学校等に通う児童生徒への
経済的支援に関する実証事業費

国の実証事業を活用し、道内私立小中学校に通う年収400万円未満の世帯
の児童生徒について授業料負担の軽減を図るとともに、効果的な経済的支
援に関する検討のための調査を行う。

私立高等学校等就学支援事
業費

家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が安心して勉学に打
ち込める社会をつくるため、私立高校生等がいる世帯に対し、一定額を助成
する。

私立専門学校生への経済的
支援等事業費

国の実証事業を活用し、経済的に修学困難な道内専門学校生に対し経済的
支援等を行う。

高校生等奨学給付金事業費 授業料以外の教育費負担軽減を図るため、生活保護受給世帯及び市町村民
税の所得割額が非課税の世帯に対し、教科書費、教材費、学用品費等を給付
する｡

私立高等学校等授業料軽減
補助金

私立高等学校、専修学校（高等課程）及び特別支援学校（高等部）において、
経済的理由により修学困難な生徒の授業料の軽減を行った学校法人に対し
助成する。

保育士等キャリアアップ研修
事業費

保育士の専門性や保育の質の向上を図るとともに、キャリアパスの明確化に
よる職場定着を図るため、保育現場におけるリーダー的職員の育成を目的と
した研修を実施する。
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18,093
【警察本部】 ㉙ （ 18,093 )

●ライフステージに応じた少子化対策の推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来

897,490
【保健福祉部】 ㉙ （ 644,125 )

来

113,993
【保健福祉部】 ㉙ （ 199,718 )

356,734
【保健福祉部】 ㉙ （ 387,049 )

4,000
【保健福祉部】 ㉙ （ 5,000 )

4,609,255
【保健福祉部】 ㉙ （ 3,880,432 )

22,163,502

【保健福祉部】 ㉙ （ 19,528,562 )

501,484
【保健福祉部】 ㉙ （ 501,484 )

166,777
【保健福祉部】 ㉙ （ 165,112 )

●海外との地域間交流等の拡大
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

76,454

20,000
【経済部】 ㉙ （ 20,000 )

17,000
【経済部】 ㉙ （ 17,000 )

39,454
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 39,896 )

来

◎ 25,477
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 8,847
【経済部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 2,510
【経済部】 ㉙ （ 0 )

来

○ 70,000
【総合政策部】 ㉙ （ 45,075 )

○ 4,090
【経済部】 ㉙ （ 0 )

4,295
【総合政策部】 ㉙ （ 4,303 )

北海道・ロシア連邦地域間協
力キックオフ事業費

日露の幅広い関係強化とさらなる経済交流の拡大を図るため、国と連携した
欧露部での経済フォーラム等への参加やサハリン州との青少年交流、中国・
黒竜江省を含めた3地域交流の拡大等の取組を進める。

国際化戦略推進事業費 北海道グローバル戦略に基づき、海外地方政府の要人とのネットワーク構築
や北海道プロモーションを通じて、国際交流の基盤づくりを行う。

経済国際化推進費（職員派
遣）

日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）海外事務所（香港）に職員を派遣し、貿易、投資
及び国際ビジネスに関する専門知識や能力を備えた人材を育成し、本道の
国際経済交流の一層の推進を図る。

周産期医療システム整備事
業費

地域における周産期の高度専門医療を担う総合周産期母子医療センターや
地域周産期母子医療センター等に対し、運営費等への支援を行う。

周産期医療対策支援事業費 へき地の産科医療機関や地域周産期母子医療センター等に対し、運営費等
への支援を行う。

北海道姉妹友好提携地域ﾗｳ
ﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ２０１８開催事業費

姉妹友好提携地域との親交を深め、効果的な北海道情報の発信など今後の
国際戦略の推進につなげるため、各地域の代表らが集うラウンドテーブル
ミーティングを開催し、今後の発展ビジョン等について議論する。

日中経済協力会議開催費負
担金

道内企業の中国市場への参入促進や輸出拡大に向け、ビジネスチャンスの創
出や海外展開の機運醸成を図るため、日中の政府機関、経済団体、企業など
が集うハイレベル会合を誘致する。

ベトナムとの経済人材交流
事業費

道とベトナム政府との覚書締結を踏まえた人材交流を促進するため、協議会
を設立するとともに海外関係機関との交流に取り組む。

ＨＯＫＫＡＩＤＯブランド海外展
開促進事業費

ASEAN等を対象としたブランドストーリーの検討や商談会の実施、各種メディ
アを活用した情報発信を行い、新たなHOKKAIDOブランドの発掘・発信の取組
を推進する。

投資先導型グローカルビジ
ネス推進事業費

観光関連産業を中心とした海外からの投資を促進するため、北海道ブランド
と一体的に本道の優位性や潜在力等を世界に発信する。

スクールサポーター委嘱費 校内暴力やいじめなどの問題を抱える学校からの要請に応じてスクールサ
ポーターを継続的に派遣し、少年の非行防止や子どもの安全確保を図る。

特定不妊治療費助成事業費 妊娠・出産を希望する人を支援するため、特定不妊治療及び男性不妊治療に
要する費用に対し助成するとともに、不妊治療の専門家や経験者等による相
談(ピアサポート）・講演会等を実施する。

道市連携海外展開推進事業
費

道と札幌市が連携し、相互の海外事務所等を活用しながら、ASEAN地域での
商流の開拓や、中国・ASEAN地域での道内環境技術等の海外展開を推進し、
道産品の輸出拡大や道内企業の現地進出を促進する。

海外拠点連携によるアジア
マーケットの開拓促進

北海道と札幌市、金融機関等が連携し、それぞれの海外拠点を活用しなが
ら、アジアを中心としたブランド発信、市場開拓、道内企業の現地進出、外国
資本の投資の呼び込みなど、効果的な海外展開を実施する。

多子世帯の経済的負担を軽減するため、一定の所得以下の世帯における第2
子以降（3歳未満）の乳幼児に係る保育料を無償化する。

妊娠・出産を望む方を支援するため、流産や死産を２回以上繰り返す不育症
について、その原因特定のための検査及び治療に要する費用を助成する。

地域子ども・子育て支援事業
費

市町村が子育て家庭等を対象として実施する「地域子ども・子育て支援事
業」を支援するとともに、放課後児童支援員認定資格研修や子育て支援員認
定研修に加え、地域子育て支援拠点事業所職員等研修を実施する。

子どものための教育・保育給
付費負担金

特定教育・保育施設等の利用者負担について、年収360万円未満相当世帯の
負担軽減を一部拡充するなど、幼児教育の段階的無償化を推進する。

地域少子化対策強化事業費 子どもを生み育てやすい環境をつくるため、結婚サポートセンターの運営や
次世代教育、妊婦への子育て情報の提供等のほか、新たに、乳幼児ふれあい
体験事業の促進や未来子育て応援プロジェクトに取り組む。

多子世帯の保育料軽減支援
事業費

不育症治療費助成事業費
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12,383
【総合政策部】 ㉙ （ 12,394 )

30,537
【経済部】 ㉙ （ 15,933 )

●新たな国際環境等に対応した強い農林水産業の確立
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

98,207

○ 13,352
【農政部】 ㉙ （ 14,543 )

3,000
【農政部】 ㉙ （ 4,474 )

6,320
【農政部】 ㉙ （ 7,106 )

4,269
【農政部】 ㉙ （ 5,169 )

16,370
【水産林務部・農政部】 ㉙ （ 19,070 )

○ 30,501
【水産林務部】 ㉙ （ 26,226 )

◎ 11,395
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

13,000
【環境生活部】 ㉙ （ 15,918 )

来 創

11,958
【水産林務部】 ㉙ （ 13,182 )

来

◎ 13,780
【農政部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 4,020
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 2,912
(再掲) 【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ 70,318
【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ 5,112
【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ 3,000
【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ ※ 2,762,050
【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ 3,000
【農政部】 ㉙ （ 0 )

馬鈴しょ、てん菜等について、畑作営農の大規模化に対応するため、省力作
業体系の導入や生産性向上技術の導入、種馬鈴しょの生産性向上等を支援
する。

道産木材製品プロモーショ
ン事業費

道産木材製品の道外・海外への販路拡大を図るため、道産木材の強みを活か
した新たなブランド戦略を検討するとともに、国内外において、展示・商談会
への出展などプロモーション活動を展開する。

エゾシカ利活用推進地域モ
デル実証事業費

エゾシカの捕獲から利活用までの一連の取組を確立させることにより、地域
産業としての定着を図る。

道産CLT利用促進事業費 本道のカラマツやトドマツの新たな需要先として期待される道産CLTの利用
拡大を図るため、需要の創出に向けた技術の普及や、生産・加工体制の整備
に向けた取組を実施する。

北海道酪農・畜産の日EU・
EPA等ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化対策事業費

日EU・EPAなど国際情勢の変化に対応しうる北海道の酪農畜産を構築するた
め、牧草の生産性向上、工房チーズの品質向上、豚肉の販売力強化などの総
合的な取組を進める。

北海道めん羊生産振興事業
費

近年の道産羊肉の需要の高まりに応えるため、優良種畜の確保・供給体制の
確立等に取り組み、めん羊生産の振興を図る。

水産高校生漁業就業促進対
策事業費

沿岸漁業への就業を促進するため、漁業研修所及び周辺漁家における就業
体験や漁業者等による授業など、道内水産高校生が沿岸漁業に接する機会
を創出する。

資源有効活用対策検討事業
費

イワシやサバなどの資源が増大している魚種を有効活用するため、漁獲か
ら流通加工に至る現状や課題を調査し、資源の有効活用に向けた検討を行
う。

道産小麦商品の競争力強化
促進事業費

良質な道産小麦の生産拡大に向けた取組や道産小麦商品の商品力を高める
取組を進める。

ＧＡＰ（農業生産工程管理）実
践レベルアップ事業費

国際水準の第三者認証ＧＡＰの導入促進を図るため、道における指導体制を
整備するほか、産地指導者の養成など地域の体制整備の支援や農業者等の
ＧＡＰ認証取得に要する経費に対し補助する。

需要に応じたこめ産地づく
り推進事業費

米政策見直しに対応し、需要に応じた米生産を推進するため、ブランド力の更
なる向上等による消費拡大や多様なニーズに対応できる生産力の向上を図
るとともに、低コストや省力化生産を推進する。

畑作構造転換事業費

地域農業と企業との連携サ
ポート推進事業費

農業経営の体質強化を図るため、ＪＡや農業法人等とのネットワークの構築を
図るとともに、道内展開を目指す企業の掘り起こしやマッチング支援を行う。

薬用作物地域生産モデル構
築支援事業費

地域と民間企業が連携して行う薬用作物の生産モデルの構築に向けた取組
を支援するとともに、普及啓発の取組を行う。

農林漁業の新たな担い手確
保モデル事業費

道内外における新卒者や転職希望者を対象とした農林水産業のPRや道内普
通高校への出前講座、農林水産業が連携した就業・暮らし体験など、農林水
産業の新たな担い手確保の取組を推進する。

日本海漁業振興対策事業費 日本海地域の漁家経営の安定化に向け、養殖業導入と漁業種類の追加によ
る経営の多角化を図るための実証試験等を支援する。

日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）北海道貿易情報センターが実施する道内企業
向けの販路拡大の取組に要する経費の一部を負担する。

企業・異分野連携による次代を
創る農林水産業の確立事業

地域に所得と雇用を生み出すチャレンジングな農林水産業を確立するため、
北海道の地域特性に応じた「新たなイノベーションの推進」や「新たなブラン
ドの創出」「次代の担い手確保」に取り組む。

姉妹友好提携地域等訪問周
年事業費

道内の国際化と地域の活力向上を図るため、歴史的に関連が強い海外の地
域や姉妹友好提携地域等との節目となる周年において、相互交流や記念行
事等を実施する。

北海道スマート農業推進事
業費

農家戸数の減少や高齢化による担い手不足に対応するため、 スマート農業
技術を地域で活用できるよう、地域の人材育成等を図るとともに、将来を担
う農業高校生向けの実践研修を新たに実施する。

北海道型放牧酪農推進事業
費

新規就農者の初期費用の抑制や作業の省力化、経営の低コスト化等を推進
するため、ニュージーランド式の放牧技術を取り入れた北海道型の放牧酪農
モデルを検討し、普及を図る。

日本貿易振興機構北海道貿
易情報センター負担金
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◎ 1,649
(再掲) 【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ 1,000
【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ 8,000
【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ 2,800
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ 24,850
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ 4,327
(再掲) 【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ 13,841
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ 2,850
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ 1,031
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

◎ ※ 4,436,129
【水産林務部】 ㉙ （ 0 )

○ 9,417
【農政部】 ㉙ （ 5,221 )

○ 6,000
【農政部】 ㉙ （ 4,028 )

○ 59,473
【農政部】 ㉙ （ 38,997 )

○ 4,199
【水産林務部】 ㉙ 4,619 )

○ 9,353
【水産林務部】 ㉙ （ 6,870 )

1,396
【農政部】 ㉙ （ 1,396 )

5,950
【農政部】 ㉙ （ 7,000 )

3,306
【農政部】 ㉙ （ 3,121 )

55,666,315

【農政部】 ㉙ （ 42,144,536 )

826,333
【農政部】 ㉙ （ 820,871 )

151,000
【農政部】 ㉙ （ 112,000 )

地域草地基盤強化支援事業
費

良質な自給飼料による酪農・畜産経営を確立するため、担い手の飼料基盤の
整備促進に向け、道と市町村が連携し農家負担を軽減する。

トド・オットセイ海獣類被害防
止総合対策事業費

トド等の海獣被害の軽減に向けて、ハンター育成などトド被害防止対策等を実
施する。

地域がうるおう農村ツーリ
ズム展開事業費

食・滞在・体験等を「地域ぐるみ」で受け入れる新たなグリーン・ツーリズムを
推進するため、農を核とした多様な分野の事業者による地域構想づくりを支
援するほか、都市住民への効果的な情報発信などに取り組む。

農業農村整備事業費 担い手の育成・支援、農地の集積・集約化、高収益作物の生産拡大、生産コスト
削減など農畜産業の競争力強化や農村地域の国土強靱化に必要な生産基
盤整備を行い、農畜産業の体質強化を図る。

農業競争力基盤強化特別対
策事業費

農作業の省力化を図るほ場の大区画化など、農業者が生産コストの低減に資
する生産基盤整備に積極的に取り組めるよう、道と市町村が連携し農家負担
を軽減する。

醸造用ぶどう生産拡大総合
サポート事業費

関係機関と連携しながら苗木確保や栽培技術の向上などの取組を総合的に
サポートし、醸造用ぶどうの生産拡大・品質向上を図る。

北海道産牛肉の販売力強化
対策事業費

輸入牛肉と肉質等で競合する乳用種などの国内価格の低下が懸念されるこ
とから、生産者の所得の維持・拡大を図るため、安定した販売価格と供給先を
確保する消費流通対策を実施する。

木育推進事業費 森林づくりへの理解促進などを図るため、森林・木材とふれあう機会の提供
等に取り組む木育マイスターの育成、親子向けの木工教室、中高生等を対象
とした林業等現場体験等に取り組む。

全国育樹祭準備費 平成32年に北海道で開催する「第44回全国育樹祭」の実行委員会の設置な
ど、開催に向けた準備に取り組む。

道産建築材供給力強化対策
事業費

道内の人工林資源が利用期を迎える中、付加価値の高い建築材としての道
産木材利用を拡大するため、地域関係者の連携による供給力強化に向けた
取組のモデルを実証する。

資源増大魚種消費拡大推進
事業費

道内主要魚種の水揚げが減少する中、近年水揚げが増加しているブリ・サバ・
イワシの消費拡大を図るため、レシピの作成・普及に取り組むほか、製品開発、
販路拡大等の取組を支援する。

太平洋地区におけるマツカワ種苗の安定供給と生産経費の削減を図るた
め、水産種苗生産施設の改修を行う。

北海道和牛生産基盤振興事
業費

北海道和牛の競争力強化とブランド確立に向け、ＤＮＡ解析手法を用いた優良
な繁殖雌牛群の造成などを推進し、和牛生産基盤の強化と生産技術の向上
による北海道和牛の生産拡大を図る。

林業大学校設立準備費

合板・製材・集成材生産性向上・
品目転換促進対策事業費

日EU・EPA等による新たな国際環境に対応するため、生産性向上など競争力
強化に向けた木材加工施設等の整備、間伐材の生産及び路網の整備、高性
能林業機械導入に対して一体的に支援する。

青年新規就農者確保対策事
業費

若者の就農意欲を喚起するとともに、地域における若者の就農促進に向けた
取組を支援するため、高校生を対象とした農業の出前授業や農業法人見学
会の開催、農業大学校と連携した取組などに取り組む。

農業経営法人化支援事業費 農業経営の法人化による経営管理の合理化や円滑な経営継承を促進するた
め、関係団体との連携による相談体制を整備するとともに、法人等の設立を
支援する。

林業の担い手育成に必要となる人材育成機関の設立に向け、カリキュラムの
検討や教員・講師の選定、外部機関との連携体制の構築、道内の高校等への
開校周知など準備を進める。

農村ツーリズム育成支援事
業費

農山漁村において、多様な滞在コンテンツやその運営を担う人材の育成を支
援する。

北海道農業経営塾運営事業
費

意欲ある農業者の経営力向上のため、営農しながら体系的に経営を学べる
「農業経営塾」を展開し、今後の農業界をけん引する優れた経営感覚を備え
た担い手の育成を図る。

森林認証による地域づくり
推進事業費

道内で唯一スギ資源を有する道南地域において、地域が一体となった森林
認証による「道南スギ」のブランド化を図るため、新たに渡島地域の道有林に
おいて、森林認証を取得する。

農業分野におけるワーク
チャレンジ推進事業費

これまでアプローチしていなかった都市部の就業困難な若者など、潜在労働
力の活用を推進するとともに、農業分野における働き方改革を推進し、多様
な人材の呼び込みと労働力の確保を図る。

北海道栽培漁業伊達セン
ター機能高度化事業費
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※ 10,732,290

【農政部】 ㉙ （ 4,532,371 )

14,969,096

【農政部】 ㉙ （ 3,168,898 )

※ 7,911,290
【農政部】 ㉙ （ 2,311,711 )

8,839,035
【農政部】 ㉙ （ 8,839,067 )

6,063,406
【農政部】 ㉙ （ 6,090,195 )

1,072,882
【農政部】 ㉙ （ 1,072,883 )

8,510
【農政部】 ㉙ （ 10,904 )

550,589
【農政部】 ㉙ （ 411,670 )

1,302,640
【農政部】 ㉙ （ 1,286,592 )

10,688
【水産林務部】 ㉙ （ 11,325 )

栽培漁業地域展開事業費

19,488
【水産林務部】 ㉙ 22,768 )

15,263
【水産林務部】 ㉙ （ 16,959 )

294,265
【水産林務部】 ㉙ 33,766 )

※ 18,523,814

【水産林務部】 ㉙ （ 15,562,620 )

※ 827,055
【水産林務部】 ㉙ （ 690,508 )

3,153
【水産林務部】 ㉙ （ 3,153 )

※ 10,612,233

【水産林務部】 ㉙ （ 9,727,434 )

682,000
【水産林務部】 ㉙ （ 667,040 )

301,164
【水産林務部】 ㉙ （ 301,161 )

36,079
【水産林務部】 ㉙ （ 63,794 )

832,111
【水産林務部】 ㉙ （ 662,157 )

北海道・木育フェスタ開催費 道民参加による豊かな森林づくりを推進するため、北海道植樹祭の開催や
札幌駅前通地下歩行空間における木育イベント等を実施する。

森林整備事業費（造林・林
道）

森林の有する多面的機能を発揮させるための森林整備や林道など林内路網
の整備を推進する。

さけ・ます種苗生産施設整備
事業費

増殖事業団体が行う、種苗生産施設の整備を支援する。

鳥獣被害防止総合対策事業
費

市町村が作成する被害防止計画に基づき、地域協議会等が主体となって取
り組む計画的な捕獲・追い払い、農用地への侵入防止柵の整備など、総合的
な鳥獣被害対策を支援する。

未来につなぐ森づくり推進
事業費補助金

公益的機能の発揮に配慮した伐採を促すとともに、伐採後の確実な造林や
伐採跡地等への造林を支援する。

持続的林業確立対策事業費 木材の供給力の強化や安定供給の確保のための路網整備、間伐などの取組
を推進する。

水産業振興構造改善事業費 水産業の持続的な生産体制構築のため、共同利用施設等の整備を行う事業
実施主体に対し支援する。

林業・木材産業構造改革事
業費

木材の利用拡大や安定的・効率的な供給等を図るため、木造公共施設や木
材加工流通施設の整備、高性能林業機械の導入などを総合的に支援する。

優良種苗確保事業費 優良な林業用種苗の需給調整を行うとともに、特定母樹採種園の整備やコ
ンテナ苗生産施設の導入を支援する。

水産物供給基盤整備事業費 衛生管理の高度化や水産資源の回復、防災・減災対策、施設の長寿命化等に
必要な漁港・漁場施設の整備を行う。

産地パワーアップ事業費 水田・畑作・野菜・果樹等の産地が国際競争力の強化を図るため、地域の営農
戦略に基づく産地の高収益化に向けた取組を総合的に支援する。

畜産・酪農収益力強化整備
等特別対策事業費

畜産経営の収益力向上や飼料生産組織の経営高度化、畜産環境問題への対
応など、畜産クラスター計画に基づき地域の中心的な経営体等が行う施設
整備等を支援する。

日本海地域において、ヒラメ資源の維持・増大を図るため、種苗生産経費等に
対し支援する。

秋サケ資源回復緊急対策事
業費

秋サケ資源の回復を図るため、増殖事業団体が実施する健康な稚魚の生産
体制づくりを支援する。

日本海ニシン栽培漁業定着
事業費

日本海地域において、ニシン資源の回復のため、種苗放流の取組に支援し、
放流体制を確立する。

環境保全型農業直接支払支
援対策事業費

農業者が組織する団体等が実施する化学肥料・化学合成農薬の低減と環境
保全効果の高い営農活動の取組を支援する。

環境保全型農業総合推進事
業費

地域や関係団体と連携して生産技術の向上や流通・販売の拡大を総合的に
推進し、クリーン農業や有機農業をはじめとした環境保全型農業の取組拡大
を図る。

６次産業化ネットワーク活動
事業費

ネットワークづくりや新商品開発、加工・販売施設等の整備に対する支援を行
うほか、個別相談等を行うサポートセンターを運営する。

強い農業づくり事業費 食料供給力の強化や農業生産の持続性の確保及び担い手の育成を図るた
め、地域における生産・流通システムの整備や中心的経営体等に対する農業
用機械等の導入を総合的に支援する。

多面的機能支払事業費 農地や水路など、地域資源の適切な保全管理に取り組む地域の共同活動を
支援する。

中山間地域等直接支払事業
費

中山間地域において、農業生産条件の不利を補正するため、耕作放棄地の
発生防止や機械・農作業の共同化など、農業生産活動を維持する活動を支援
する。
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110,990
【水産林務部】 ㉙ （ 53,879 )

87,782
【水産林務部】 ㉙ （ 87,782 )

3,582
【水産林務部】 ㉙ （ 4,303 )

26,500
【水産林務部】 ㉙ （ 30,000 )

8,898
【水産林務部】 ㉙ （ 8,731 )

23,208
【水産林務部】 ㉙ （ 23,208 )

赤

◎

【水産林務部】

●インバウンドの加速化と「稼ぐ観光」の促進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

280,306

◎ 5,476
(再掲) 【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

12,092
【経済部】 ㉙ （ 16,607 )

51,179
【経済部】 ㉙ （ 51,180 )

30,876
【経済部】 ㉙ （ 31,254 )

61,750
【経済部】 ㉙ （ 63,270 )

11,528
【経済部】 ㉙ （ 11,729 )

36,353
【経済部】 ㉙ （ 37,988 )

43,793
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 43,822 )

27,259
【経済部】 ㉙ （ 27,259 )

来 創

136,343
【経済部】 ㉙ （ 143,239 )

来

◎ 10,000
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

○ 15,100
【総合政策部】 ㉙ （ 13,800 )

道有林エゾシカ緊急対策事
業費

道有林内の林道除雪により、エゾシカの捕獲環境を整備し、森林被害の防止
と捕獲個体の有効活用を図る。

木質バイオマス資源活用促
進事業費

伐採現場で発生する利用価値の低い間伐材など林地未利用材の集荷システ
ムの構築や、木質ペレット等の利用拡大に向けた流通コスト低減などに向けた
実証事業を行う。

エゾシカ森林被害防止強化
対策事業費

全道的に拡散傾向にあるエゾシカの森林被害を踏まえ、各地域の環境や
ニーズに沿った効率的な捕獲を実践し、森林被害の軽減を図る。

北の「木づかい」運動の展開

クール林業担い手確保対策
事業費

若年層・女性などの新規就業を促進するため、教育機関や林業事業体、市町
村など地域の関係者によるネットワークを活用し、通年雇用化を促進すると
ともに就業環境の改善などを支援する。

林業成長産業化地域創出モ
デル事業費

地域の森林資源の循環利用による林業の成長産業化の実現を図るため、地
域構想に基づき先進的な取組を行う地域に対し、路網や木材加工流通施設
の整備など、川上から川下までの取組を総合的に支援する。

森林整備担い手対策推進費 森林整備担い手対策基金の運用益等を活用して、林業労働者の安全衛生の
確保、技術・技能の向上、福利厚生の充実に資する事業等を行う。

北海道外国人観光客再訪促
進事業費

北海道DMOを核としたインバ
ウンド等の受入環境づくり

広域連携DMOの形成や地域のDMOの形成を促進し、全道のDMOの重層的な連
携等により、地域と季節に偏りのないインバウンド等の受入環境づくりを推進
する。

地域スポーツコミッション推
進事業費

スポーツ大会や合宿を誘致するため、地域の関係団体とのネットワークを構
築しスポーツコミッションの設立促進・連携強化を図るほか、受入や大会運営
を支援するスポーツプロボノ委員(仮称)を委嘱する。

日本版ＤＭＯ形成促進事業費 地域におけるDMO形成に向けた取組を支援するアドバイザーの派遣や、観光
地経営の専門人材を育成するための研修会の開催など、観光地経営の視点
に立った、地域の稼ぐ力を引き出す取組を推進する。

来道中の外国人観光客に対し、閑散期や道央圏以外の観光情報をSNS、ﾌﾘｰ
ﾍﾟｰﾊﾟｰなどを活用して発信することで、北海道観光のファン(北海道LOVERS)
を増加させ、来道時期の平準化や広域分散化を促進する。

交通事業者等との連携によ
る交流人口拡大事業費

新幹線開業効果や道内地方空港を活用し、地方への誘客を拡大するため、鉄
道事業者や航空会社の共同により新幹線や地方空港を組み合わせた旅行の
商品化や、地域ＤＭＯと連携した観光コンテンツづくりを促進する。

インバウンド対応観光ルート
創出事業費

外国人観光客の満足度を高める国際観光ルートを形成し、地域への誘客を図
るため、複数の地域が連携して取り組む観光地づくりを支援する。

広域観光周遊ルートビジネ
スモデル形成事業費

道北・道東圏の広域観光周遊ルート形成計画「アジアの宝 悠久の自然美へ
の道ひがし北・海・道」と連動した新しい滞在モデルプランの企画・実施や、FIT
（外国人観光客個人旅行）向けの情報発信を行う。

インバウンド受入体制整備事
業費

外国人観光客の円滑な受入を促進するため、道内各地域で中心となって活
動している観光人材を対象に、プロモーションや受入を総括的にプロデュー
スできるノウハウの習得を支援する。

ＤＭＯの活動推進に向けた
マーケティング強化事業費

北海道観光振興機構のウェブサイトのアクセス分析や、オンライン予約サイト
運営企業との連携により海外の市場動向等を把握し、マーケティング力の強
化を図る。

北海道スポーツツーリズム
戦略的誘客促進事業費

2020年東京オリンピックパラリンピックなど今後の大型スポーツイベントの開
催に合わせ、本道に優位性のあるスポーツを核としたツーリズムの振興を図
る。

実践的インバウンドおもてな
し人材育成事業費

外国人観光客受入れのための基礎研修や、小売店、観光案内所、交通機関、
宿泊施設の従業員及び通訳案内士等の技能向上に向けた短期・長期の実践
的な研修を実施する。

自転車安全利活用等推進事
業費

自転車の活用と安全利用を推進するため、国・市町村・関係団体と連携体制
を構築し、健康増進やサイクルツーリズムによる観光振興を図るとともに、安
全利用を広く周知するためのフォーラムの開催等に取り組む。

観光列車旅行者動向調査事
業費

外国人観光客を中心とした実証運行を実施し、インバウンド対応を検証する
とともに、旅行会社やメディア等を招へいしたファムトリップを実施し、鉄道観
光資源の磨き上げを行う。

道産木材の幅広い利用を促進するため、木材利用に関する勉強会の開催や普及PRにより、企業
や一般道民の「木づかい」の意識の醸成を図る「木づかい」運動を展開する。
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来

○ 9,000
【総合政策部】 ㉙ （ 8,986 )

来

○ 45,803
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 120,000 )

来

19,079
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 40,543 )

創

◎ ※ 100,000
(再掲) 【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

◎ 29,602
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

◎ 26,624
【総合政策部・保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

◎ 19,242
【経済部】 ㉙ （ 0 )

◎ 7,092
【経済部】 ㉙ （ 0 )

4,979
【総合政策部】 ㉙ （ 7,206 )

1,254,183
【総合政策部】 ㉙ （ 1,307,108 )

14,468
【経済部】 ㉙ （ 80,537 )

5,000
【経済部】 ㉙ （ 4,697 )

6,849
【経済部】 ㉙ （ 7,403 )

12,322
【経済部】 ㉙ （ 19,387 )

70,942
【経済部】 ㉙ （ 70,945 )

19,644
【経済部】 ㉙ （ 19,644 )

130,701
【経済部】 ㉙ （ 161,777 )

51,641
【経済部】 ㉙ （ 51,707 )

92,149
【経済部】 ㉙ （ 97,405 )

108,363
【経済部】 ㉙ （ 108,363 )

81,024
【経済部】 ㉙ （ 81,024 )

道内空港新規路線誘致事業
費

地域観光活性化促進事業費 地域の観光従事者などが連携して行う地域の特性を生かした観光資源の掘
り起こし・磨き上げによる多様な観光商品づくりの取組に対し、商品開発から
PR、旅行会社へのセールスまで一貫した支援を行う。

地方都市連携誘客促進事業
費

観光情報誌やWEBによる情報発信、商談会の開催などにより、体験型観光を
促進する。

北海道観光欧米市場誘客促
進事業費

欧米市場からの誘客拡大を図るため、アドベンチャートラベルなど、旅行スタ
イルに応じたツアーの造成やブランド化を図るほか、WebやSNS等を活用した
道内観光情報の発信を行う。

地域連携等による道外誘客
促進事業費（BtoC）

北海道新幹線や道内地方空港を活用した道外からの誘客拡大と道内全域へ
の誘客促進を図るため、地域と連携した一般消費者向けの国内プロモーショ
ンを展開する。

北海道ホスピタリティ推進事
業費

おもてなしに係る啓発事業を実施し道内のおもてなし機運の醸成を図ると
ともに、「北海道さっぽろ観光案内所」の観光案内・相談機能の充実を図り、北
海道観光のイメージアップやリピーターの獲得につなげる。

本道と航空路線がつながるなど関わりの深い道外地方主要都市において観
光プロモーションを行い、本道への誘客促進を図る。

きた北海道広域観光周遊
ルート地域観光創出事業費

道内の地域間格差解消のため、きた北海道広域観光周遊ルートにおける乗継
交通機関実証運行等を実施する。

広域観光推進事業費 地域の観光協会や団体などが連携して広域的に取り組む観光商品の開発や
周遊ルートづくり、プロモーションなどを支援し、広域連携や二次交通整備等
の受入体制整備を図る。

ひがし北海道観光地周遊促
進事業費

道内の地域間格差解消のため、ひがし北海道広域観光周遊ルートにおける観
光ツアーバス実証運行等を実施する。

体験型観光持続化促進事業
費

国際航空ネットワーク形成推
進事業費

国際航空ネットワークの強化によるインバウンドの呼び込みを図るため、国際
航空定期便の誘致、需要開拓及び新千歳空港の機能整備を推進する。

新千歳空港国際拠点空港化
推進費

新千歳空港の国際拠点空港化を推進する上で必要な24時間運用等に関し、
地域住民の理解と協力を得るため、住宅防音対策事業や地域振興対策事業
などを実施する。

住宅宿泊事業法関連事業費 民泊を活用した誘客拡大と民泊による近隣住民とのトラブルの解消を目的
に公布された「住宅宿泊事業法」を適正に執行するため、総合窓口を設置す
るなど必要な執行体制を整備する。

北海道新幹線利用促進費 開業効果の維持・拡大に向け、交流人口の拡大を図るため、北海道新幹線の
利用促進・気運醸成や東北エリアとの連携に向けた取組の推進を図る。

「稼ぐ観光」具体化調査実践
モデル事業費

地域の観光で「稼ぐ力」を引き出し、地域経済の活性化を図るため、統計調査
により得られたデータに基づいた事業計画の策定や経済波及効果の「見え
る化」等を行うモデル事例を構築し、全道波及を図る。

ムスリムフレンドリー推進事
業費

ムスリム市場からの誘客促進のため、セミナーの開催や普及啓発等を実施
する。

クルーズ船誘致連携事業費 海外見本市への出展や国内外プロモーションなど、クルーズ船の道内港湾へ
の寄港拡大に向けた取組を推進する。

国際航空路線維持拡大総合
対策事業費

新千歳空港をはじめとした道内空港における国際航空路線の維持・拡大に向
け、新規就航への支援や空港受入体制の整備、長距離路線の可能性調査、ア
ウトバウンドの促進などの取組を実施する。

道内地方空港への新規路線誘致及び誘客促進を図るため、新規就航する航
空会社に対し、地上支援業務や空港周辺資源のＰＲに要する経費等への補助
を行う。

歴史文化資源を活かした交流・
人材育成拠点整備事業費

地域の歴史的文化資源を活かしたまちづくりや地域創生を進めるため、歴
史・文化を体感できる交流拠点であり、ヘリテージ・マネージャー等の研修拠
点となる開拓の村の施設整備を行う。

バリアフリー観光推進事業
費

モニターツアーやアドバイザーの派遣、サポーターの育成研修を実施し、高
齢者や障がいのある方などが道内を快適に安心して旅行できるバリアフ
リー観光を推進する。

観光産業人材確保支援事業
費

急増する外国人観光客への対応等に向け、人手不足や人材の定着が課題と
なっている観光産業の人材確保のため、合同企業説明会や研修等を実施す
る。
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72,753
【経済部】 ㉙ （ 72,753 )

75,987
【経済部】 ㉙ （ 75,987 )

20,941
【経済部】 ㉙ （ 21,298 )

10,578
【経済部】 ㉙ （ 12,579 )

22,036
【経済部】 ㉙ （ 22,329 )

4,100
【経済部】 ㉙ （ 4,104 )

18,227
【経済部】 ㉙ （ 18,616 )

53,111
【経済部】 ㉙ （ 53,116 )

30,919
【経済部】 ㉙ （ 37,732 )

14,000
【経済部】 ㉙ （ 14,000 )

37,440
【経済部】 ㉙ （ 37,364 )

144,491
【経済部】 ㉙ （ 156,180 )

●食の輸出拡大戦略の推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

55,143

◎ 38,301
【農政部】 ㉙ （ 0 )

○ 16,842
【水産林務部】 ㉙ （ 15,000 )

来 戦

27,503
【総合政策部】 ㉙ （ 27,503 )

来 戦

50,660
【経済部】 ㉙ （ 50,960 )

来 戦

29,649
【経済部】 ㉙ （ 29,649 )

来 戦

39,311
【経済部】 ㉙ （ 39,311 )

来 戦

11,003
【経済部】 ㉙ （ 11,003 )

札幌市との連携のもと、道が高い競争力を持つ「食」と「観光」の魅力をア
ピールする総合情報拠点として、「北海道さっぽろ『食と観光』情報館」を運営
する。

観光商品づくり開発コンペ
事業費

学生を対象に観光商品プランのコンペを実施し、将来の商品化・事業化を目
指すとともに、観光商品の検討過程で地元関係者と触れあうことにより、将
来の北海道観光をリードする人材の育成を図る。

北海道教育旅行活性化事業
費

北海道の文化や歴史、自然に関する教育旅行の学習素材やモデルルートを
道外へPRし、道内への教育旅行の誘致を図る。

閑散期誘客拡大事業費 観光需要が低迷する閑散期の需要の拡大を図り、通年化を促進するため、メ
ディアを活用して閑散期の観光コンテンツPRを実施する。

海外クロスメディアコンテン
ツ制作・配信事業費

インバウンド拡大を図るため、アジアや欧米豪においてTVやYoutube等を活
用したメディアプロモーションを行うほか、SNSを活用した6カ国語による観光
情報の発信を行う。

国際観光新商品開発・販売
促進事業費

道内旅行会社の企画提案により、道内の新たな観光資源の発掘、磨き上げか
ら商品の造成・販売に至る取組を行う。

北海道観光成熟市場誘客促
進事業費

台湾、韓国などの成熟市場に対し、特定目的旅行の推進など各種プロモー
ションを展開する。

北海道観光成長市場開拓促
進事業費

成長が期待される中国や東南アジア諸国等を新たな主要市場として育てる
ため、対象市場の熟度・特長に応じたプロモーションを展開する。

北海道観光誘致推進事業費 観光事業の健全な発展を通じた本道観光の振興を図るため、北海道観光振
興機構が実施する事業に対して支援を行う。

首都圏ﾏｽｺﾐ・ﾒﾃﾞｨｱ等を活用
した情報発信強化事業費

首都圏を中心としたマスコミ、メディア、旅行会社、ＷＥＢ媒体などの発信力と
拡散力を活用した効果的な情報発信を行い、誘客を促進する。

北海道さっぽろ「食と観光」
情報館運営費

北海道ＭＩＣＥ誘致促進事業
費

本道へのコンベンション等の誘致を促進するため、地域の意識醸成や受入体
制整備を図るとともに、道内の候補地視察等にコンベンション主催者等を招
へいする。

コンベンション誘致促進事業
費

道内におけるコンベンション開催への支援や主催者等への積極的なプロモー
ション活動を実施する。

輸出事務に精通し、商談支援等が可能なアドバイザーを海外と道内に配置す
るなど、輸出に取り組む道内食関連企業を支援する。

環境の変化に対応したﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
力強化による食の輸出拡大

マーケティングと分析に基づく的確な海外展開戦略を構築・展開するととも
に、輸出事業者の裾野拡大に取り組み、特定の国や品目に依存しない、環境
変化に強い推進体制づくりを進め、道産食品輸出の拡大を目指す。

道産農畜産物輸出拡大加速
化事業費

農畜産物の輸出拡大を図るため、有望な輸出先国やターゲットの絞り込み、
一次加工品など付加価値が高い食材の販路拡大の取組を強化するととも
に、道内の輸出に取り組む事業者の裾野拡大を図る。

道産水産物販路拡大推進事
業費

水産物・水産加工品の輸出拡大を図るため、アジアにおける販売促進・販路拡
大等の取組を進めるほか、新たな輸出先国としてEU諸国を対象に加え、市場
調査などを実施する。

道産スイーツ海外ブランド強
化事業費

道内スイーツ製造企業や流通関連企業等を対象とする海外展開勉強会を開
催するとともに、アジアや中東からバイヤーを招聘し商談会等を行う。

新規市場食需要開拓推進事
業費

市場規模が大きいイスラム圏市場の開拓や、需要の拡大が期待できる機能
性食品・スイーツの輸出拡大を図るため、テスト輸出や商談会の開催による販
路拡大を進める。

ロシア極東地域ビジネス展
開支援事業費（食分野）

コーディネーター設置による有望商品の発掘、フェアや商談会における市民・
バイヤーの反応を踏まえた商品の選別、プロモーション等の実施により、進出
意欲のある道内中小企業のロシアビジネスを支援する。

海外アンテナショップ活用によ
る道産食品販路拡大事業費

海外アンテナショップの活用によるテスト販売の充実とともに、現地ＰＲイベン
トの実施により、道産食品の輸出拡大を支援する。

道産食品販路拡大推進事業
費



- 43 -

来 戦

45,787
【経済部】 ㉙ （ 60,784 )

来

7,987
【農政部】 ㉙ （ 10,046 )

◎ 6,980
【農政部】 ㉙ （ 0 )

◎ 70,318
(再掲) 【農政部】 ㉙ （ 0 )

3,498
(再掲） 【総合政策部】 ㉙ （ 10,980 )

●働き方改革の着実な推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

16,211

◎ 11,632
【経済部】 ㉙ （ 0 )

◎ 4,579
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 0 )

来 創

87,285
)

11,380
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 11,385 )

27,907
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 27,907 )

47,998
【経済部】 ㉙ （ 50,000 )

来 創

10,114
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 33,634 )

来 創

○ 13,352
(再掲) 【農政部】 ㉙ （ 14,543 )

82,866
【教育庁】

来

◎ 39,868
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 42,998
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

◎ 1,649
(再掲) 【農政部】 ㉙ （ 0 )

○ 133,471
【教育庁】 ㉙ （ 132,205 )

○ 22,465
【教育庁】 ㉙ （ 22,307 )

道市連携による「働き方改
革・女性活躍」加速化事業

道と札幌市が連携し、「働き方改革を加速化する仕組みづくり」や「女性の活
躍促進に向けた潜在労働力の掘り起こしと就労支援」に取り組み、道内に「働
き方改革」、「女性の活躍」を幅広く浸透・波及させる。

就業環境改善支援事業費 中小企業等の就業環境改善を促進するため、働き方改革に取り組む企業の
認定や地域企業へのハンズオン支援(事業段階に応じた伴走型支援)、優良
事例の普及に取り組む。

若者・女性等の就業・働き方
改革支援

人口流出が進む若者・女性の地域定着、首都圏等からの還流を促進するとと
もに、就業環境の整備など働き方改革をワンストップで行う拠点を設置する
ことにより、地域産業を担う人材の活躍と確保を総合的に支援する。

スクール・サポート・スタッフ
配置事業費

教員が児童生徒と向き合う体制の整備に向けて、授業準備等の補助を行う
スクール・サポート・スタッフを小・中学校等に配置することにより、学校におけ
る働き方改革を推進する。

スクールカウンセラー活用事
業費

小学校・中学校に、心理の専門家として児童生徒へのカウンセリングや教職
員・保護者等への専門的な助言等を行うスクールカウンセラーを配置する。

道立高校スクールカウンセ
ラー活用事業費

道立高等学校に、心理の専門家として児童生徒へのカウンセリングや教職
員・保護者等への専門的な助言等を行うスクールカウンセラーを配置する。

小規模企業持続的発展支援
事業費

小規模企業のICTの利活用などを通じた経営体質の強化や生産性の向上を
支援するため、地域の支援機関の職員や企業の経営者、従業員等への研修
を実施するとともに、取組事例の普及啓発を行う。

北海道スマート農業推進事
業費

農家戸数の減少や高齢化による担い手不足に対応するため、 スマート農業
技術を地域で活用できるよう、地域の人材育成等を図るとともに、将来を担
う農業高校生向けの実践研修を新たに実施する。

子育て女性再就職応援事業
費

子育て女性の再就職を促進し、女性が活躍できる社会の実現を図るため、特
に人手不足が深刻化している地域において、再就職への不安の解消やマッ
チング機会の創出などに取り組む。

学校部活動の総合的な支援
体制構築事業費

教員が児童生徒と向き合う体制の整備に向けて、教員に代わり部活動に従事
する部活動指導員を配置することにより、学校における働き方改革を推進す
る。

若年者等人材呼び込み・呼
び戻し事業費

道外の若年者等の呼び込み・呼び戻しのため、インターネットを活用した求人・
求職情報の提供や、大学・民間が主催する就職説明会等における道内企業の
求人情報の提供などの取組を実施する。

地域若者就業・定着支援事
業費

道内14か所に地域雇用ネットワーク会議を設置し、若者へ企業情報等を提供
する「じもと×しごと発見フェア」のほか、非正規労働者の正社員化・処遇改
善に向けた調査等を実施する。

ほっかいどう働き方改革支
援センター運営等事業費

企業等の働き方改革を支援するため、包括的な支援をワンストップで行う
「ほっかいどう働き方改革支援センター」を運営するとともに、人手不足の業
界団体と連携した改革プランの作成等に取り組む。

学校における働き方改革推
進事業費

教員が児童生徒と十分に向き合える体制を整備するため、教員に代わり部活
動に従事する部活動指導員や授業準備等の補助を行うスクール・サポート・ス
タッフを配置し、学校における働き方改革を推進する。

農業分野におけるワーク
チャレンジ推進事業費

これまでアプローチしていなかった都市部の就業困難な若者など、潜在労働
力の活用を推進するとともに、農業分野における働き方改革を推進し、多様
な人材の呼び込みと労働力の確保を図る。

ＧＡＰ(農業生産工程管理)実
践レベルアップ事業費

国際水準の第三者認証ＧＡＰの導入促進を図るため、道における指導体制を
整備するほか、産地指導者の養成など地域の体制整備の支援や農業者等の
ＧＡＰ認証取得に要する経費に対し補助する。

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ道産農水産
物等供給体制構築事業費

東京オリパラ等での道産食材供給につなげるため、農林水産の関係団体と
ともに設置した協議会の活動により、関係省庁や大会関係者へのプロモー
ションの実施など、道産農林水産物のＰＲを行う。

道産農水産物ブランド輸出
促進事業費

関係者で構成する協議会組織と連携しながら、「北海道ブランド」を最大限に
生かした農畜産物と水産物の総合的なPRにより、海外における道産農水産物
の販路を拡大する。

道産食品輸出拡大に向けた
小口貨物混載輸送事業費

効率的な輸送体制づくりに向け、小口貨物の混載輸送を実践する地域商社
等の連携企業の拡大を図る。

道産食品・食材ブランド戦略
事業費

現地の嗜好等の情報を蓄積し、現地プロモーションから継続的なビジネスに
繋げる仕組みを構築するため、現地イベントの開催やECサイトの構築などを
行う。
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○ 31,566
【教育庁】 ㉙ （ 29,737 )

○ 12,781
【教育庁】 ㉙ （ 14,848 )

●暮らしと経済を支える交通・物流ネットワークの構築
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来

◎ 2,200
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 2,269
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

○ 45,803
【総合政策部】 ㉙ （ 120,000 )

来

19,079
【総合政策部】 ㉙ （ 40,543 )

◎ 9,836
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

◎ 29,602
【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

○ 40,414
【総合政策部】 ㉙ （ 36,734 )

○ 4,400
【総合政策部】 ㉙ （ 4,019 )

○ 113,751
【総合政策部】 ㉙ （ 99,752 )

6,000
【総合政策部】 ㉙ （ 7,000 )

1,462,721
【総合政策部】 ㉙ （ 1,528,576 )

933,243
【総合政策部】 ㉙ （ 930,246 )

52,900
【総合政策部】 ㉙ （ 61,700 )

120,727
【総合政策部】 ㉙ （ 127,708 )

55,338
【総合政策部】 ㉙ （ 66,172 )

4,979
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 7,206 )

3,498
【総合政策部】 ㉙ （ 10,980 )

道内空港新規路線誘致事業
費

国際航空ネットワーク形成推
進事業費

国際航空ネットワークの強化によるインバウンドの呼び込みを図るため、国際
航空定期便の誘致、需要開拓及び新千歳空港の機能整備を推進する。

スクールソーシャルワーカー
配置活用事業費

社会福祉等の専門的な知識や経験を有する者をスクールソーシャルワー
カーとして活用し、関係機関等の連携や多様な支援方法を用いて、問題を抱
えた児童生徒の課題の解決を図る。

校務の情報化による学校支
援促進事業費

国の委託事業を活用し、共同利用型校務支援システムの導入が進んでいな
い地域（市町村）へのシステム導入を図り、業務改善を推進する。

離島航空路線維持対策費 離島航空路線を運航する航空会社が行う路線の維持・確保に向けた取組や
運航費への補助を行う。

北極海航路利活用促進事業
費

北極海航路を活用した物流ルートの確保や道内港湾の中継港・ハブ港として
の拠点化に向け、貨物集約手法などの検討を行う。

乗合バス活性化戦略推進事
業費

持続的なバス路線の確保に向け、乗合バスの運転手確保や貨客混載に係る
実証試験に取り組む。

道内航空ネットワーク維持・
拡充推進事業費

道内航空ネットワークの維持・拡充により交流人口の拡大を図るため、地域と
連携した支援のあり方を検討するとともに、道内空港間の路線就航に向けた
運航可能性調査を実施する。

道内地方空港への新規路線誘致及び誘客促進を図るため、新規就航する航
空会社に対し、地上支援業務や空港周辺資源のＰＲに要する経費等への補助
を行う。

特定有人国境離島地域社会
維持推進交付金

定期航路維持対策費 離島住民の生活や通院などに必要不可欠な離島航路を維持するため、離島
航路事業者に対し、運航赤字や運賃割引への補助を行う。

道産食品輸出拡大に向けた
小口貨物混載輸送事業費

効率的な輸送体制づくりに向け、小口貨物の混載輸送を実践する地域商社
等の連携企業の拡大を図る。

運輸事業振興費 旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業の輸送力及び安全運行の確
保、輸送サービスの改善等に要する経費について、バス協会及びトラック協会
に対して交付する。

バス運行対策・利用促進費 乗合バス事業及び廃止路線代替バス事業の路線維持費等に対して補助す
る。

道南いさりび鉄道株式会社
補助金

道南いさりび鉄道（株）の経営安定化を図るため、道及び沿線市町において
運行赤字分を補助する。

空港運営戦略推進事業費 道内７空港の一括民間委託を進めるための総合調整を行うとともに、女満別
空港については、空港管理者として選定プロセスの手続きを行う。

「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維
持に関する特別措置法（H29.4施行）」において、「特定有人国境離島地域」に
規定されている離島地域の航路及び航空路の運賃の低廉化を行う。

地域物流効率化検討・実証
事業費

過疎地などの物流を維持するため、輸送事業者と地域が連携し、ラストワン
マイルの共同輸送など輸送の効率化に向けた検討や実証を行う。

国際航空路線維持拡大総合
対策事業費

新千歳空港をはじめとした道内空港における国際航空路線の維持・拡大に向
け、新規就航への支援や空港受入体制の整備、長距離路線の可能性調査、ア
ウトバウンドの促進等の取組を実施する。

北海道新幹線利用促進費 開業効果の維持・拡大に向け、交流人口の拡大を図るため、北海道新幹線の
利用促進・気運醸成や東北エリアとの連携に向けた取組の推進を図る。

公共交通活性化推進事業費 中核都市と周辺地域をつなぐ広域的な交通ネットワークを実現するため、地
域の関係者による検討会議を設置し、社会実験の実施検討など、利便性向上
や利用促進に向けたモデル的な取組を進める。
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●本道の強みを活かした新しい成長産業の創出
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

5,863
【経済部】 ㉙ （ 6,256 )

来

◎ 2,996
【経済部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 3,396
【経済部】 ㉙ （ 0 )

創

◎ ※ 548,453
【総合政策部・経済部】 ㉙ （ 0 )

◎ 3,357
【経済部】 ㉙ （ 0 )

○ 5,000
【環境生活部】 ㉙ （ 4,746 )

○ 1,018,710
【環境生活部】 ㉙ （ 957,260 )

11,102
【経済部】 ㉙ （ 11,741 )

917,866

◎ 5,500
【経済部】 ㉙ （ 0 )

○ 270,000
【経済部】 ㉙ （ 160,000 )

370,474
【経済部】 ㉙ （ 400,000 )

30,000
【経済部】 ㉙ （ 30,000 )

5,435
【経済部】 ㉙ （ 10,957 )

236,457
【経済部】 ㉙ （ 598,388 )

31,223
【経済部】 ㉙ （ 31,489 )

127,139
【経済部】 ㉙ （ 107,517 )

8,000
【経済部】 ㉙ （ 12,710 )

10,852
【経済部】 ㉙ （ 10,550 )

36,439
【経済部】 ㉙ （ 59,622 )

次世代環境産業育成･振興
事業費

スマートコミュニティの構築に向けたフォローアップ・サポートや水素関連ビ
ジネスの展開に向けたセミナー等による参入促進、環境産業関連の人材育
成を行うほか、環境産業振興戦略の中間点検評価を実施する。

地域新エネルギー導入調査
総合支援事業費

新エネルギー導入に係る可能性調査等を支援し、地域主導による新エネル
ギーの導入を加速化する。

新エネルギー等率先導入推
進事業費

道自ら率先して、道有施設への新エネルギー導入や省エネルギーの取組を
実践することにより、環境・エネルギー関連市場の拡大を図る。

地域資源活用基盤整備支援
事業費

固定価格買取制度を活用する取組に対し、送電線の整備に要する費用を支
援し、地域に賦存するエネルギーを最大限活用できる体制を構築する。

道有施設の新ｴﾈ導入・省ｴﾈ加速
化事業費(道の率先導入)

道有施設における新エネルギー導入等のさらなる加速化を図る。

新エネルギー導入加速化推
進事業費

地域が策定する事業計画の審査を行うとともに、民間主導の支援に向けた
融資手法など、支援施策の検討を行う。

エネルギー地産地消スタート
アップ支援事業費

エネルギーの地産地消を推進する地域新エネルギー導入コーディネーター
を配置し、事業の掘り起こしから事業・収支計画の立案、実施までを支援す
る。

地域主体の新エネ導入支援
事業費

地域経済の活性化や雇用などへの波及効果の高い、本道の豊富なエネル
ギー資源を活用した設備の導入等を支援し、地域主導のエネルギー地産地消
の取組を加速する。

エネルギー地産地消事業化
モデル支援事業費

エネルギー自給・地域循環の取組を促進するため、地域におけるエネルギー
の地産地消のモデルとなる事業を支援する。

戦略的省エネ促進事業費 事業者が行うモデル性の高い省エネ技術等の導入可能性調査を支援するほ
か、省エネ・節電の普及啓発を図る。

先進的エネルギー関連技術
振興事業費

本道の豊かな自然や多様なエネルギー資源及び技術シーズを活かした、北
海道発の先進的なエネルギー関連技術の研究開発や製品開発を支援する。

水素社会推進事業費 将来のエネルギー源として期待される水素の利活用に向けた機運醸成を図
るため、全道でキャンペーンを実施するほか、道央圏の市町村等と連携して、
燃料電池自動車の普及拡大に向けた検討を行う。

循環資源利用促進事業費 排出事業者、リサイクル事業者が行うリサイクル設備施設の整備や研究に助
成するとともに、中小企業等へアドバイザーを派遣するなど、事業段階や
ニーズに応じた支援を行う。

新エネルギー導入加速化事
業

「新エネルギー導入加速化基金」を活用し、地域の多様なニーズに対応した
総合的支援を展開し、新エネルギーの導入加速化を図る。

AI/IoT等先端技術導入促進
事業費

道内産業の効率化や生産性向上に向け、AI/IoTなどの先端技術を活用した新
たな取組の創出を図るため、道内大学などによる研究成果の普及啓発に取
り組む。

自動走行車開発拠点化促進
事業費

自動車関連産業の集積と自動走行の早期実用化を促進するため、自動走行
に係る実証試験場や国の社会実証事業の誘致を図るほか、道内の公道外試
験適地調査等を行い、企業等の実験の誘致を図る。

宇宙へのチャレンジ推進事
業費

宇宙分野を目指す人材の育成や科学技術への理解促進を図るため、高校生
等を対象としたロケット製造工場見学等の課外授業や小中学生を対象とした
宇宙をテーマとするイラスト募集、宇宙飛行士による講演会等を実施する。

寒冷環境対応IoT製品等の
開発支援拠点整備事業費

スマート農業や寒冷地仕様EVなど幅広い分野における積雪寒冷環境対応の
IoT製品や、航空宇宙関連機器の開発・製造を加速化させるため、(地独)道立
総合研究機構工業試験場の施設・機器の整備を行う。

地域連携型ヘルスケアビジ
ネス創出事業費

地域の民間事業者を対象にセミナーや研修等を行い、ヘルスケアサービス
事業へのビジネス参入を促進する。

宇宙産業育成事業費 新しい成長分野である宇宙産業の育成を図るため、企業や行政、研究機関等
で構成する協議会を設置し、衛星データ利用分野における新ビジネス創出を
促進する。
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10,742
【経済部】 ㉙ （ 10,754 )

13,042
【経済部】 ㉙ （ 13,042 )

20,402
【経済部】 ㉙ （ 30,597 )

26,500
(再掲) 【水産林務部】 ㉙ （ 30,000 ）

●経済と雇用を支える地域産業力の向上
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

19,705

9,591
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 9,932 )

10,114
【経済部】 ㉙ （ 33,634 )

来 創

87,285

11,380
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 11,385 )

27,907
【経済部】 ㉙ （ 27,907 )

47,998
(再掲) 【経済部】 ㉙ （ 50,000 )

来 創

39,454
【経済部】 ㉙ （ 39,896 )

来 創

4,443
【経済部】 ㉙ （ 4,443 )

来 創

6,144
【経済部】 ㉙ （ 6,145 )

来 創

45,345
【経済部】 ㉙ （ 45,350 )

来

◎ 11,017
【経済部】 ㉙ （ 0 )

来 戦

87,265
【経済部】 ㉙ （ 87,432 )

来 戦

8,233
【経済部】 ㉙ （ 8,241 )

来 戦

5,856
【経済部】 ㉙ （ 5,858 )

来 戦

12,441
【経済部】 ㉙ （ 12,442 )

ふるさと経済活性化のため
の起業応援事業費

道内における起業を促進するため、地域課題の解決に資する優れた創業計
画を募集・選出・表彰するとともに、クラウドファンディング型ふるさと納税を
活用して、起業時の初期投資の一部を助成する。

業界間連携による自動車・食関連機
械分野の製品開発モデル事業費

域内需要の開拓を図るため、業界団体相互の企業見学等による連携づくりに
取り組むとともに、生産現場の課題等をものづくり企業の技術力により解決
する機械など、異業種の連携による製品開発のモデルづくりに取り組む。

参入促進支援事業費 地域産業支援機関による技術力の底上げや「参入支援チーム」による個別集
中支援、技術の高度化研修、道外発注ニーズの把握などにより、自動車・食関
連機械分野への参入を促進する。

自動車関連分野販路拡大事
業費

東北自動車生産拠点との新たなサプライチェーンの構築に向け、東北各県と
連携した参入交流会や展示商談会の開催等により、自動車関連分野の販路
拡大を図る。

食関連機械分野販路拡大事
業費

道内外の食関連産業とものづくり産業とのマッチングや、道外展示会におけ
る道内企業の技術力等のアピールなどにより、食関連機械分野の販路拡大を
図る。

空き店舗を活用したｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ創出加速事業費

高齢者・子育て世代の交流や生活サービス支援の拠点づくりなど、商店街の
空き店舗を活用した、コミュニティビジネス創出の取組を支援する。

本社機能・オフィス拠点誘致
推進事業費

人手不足やリスク分散を理由とした企業の地方拠点拡大の動きや国におけ
る地方への企業拠点強化に呼応して、本社機能、研修機能及びオフィス機能
の企業誘致活動を展開する。

プロフェッショナル人材セン
ター運営事業費

中小企業の競争力強化を促進するプロフェッショナル人材を道外から誘致し
企業へ橋渡しを行うとともに、セミナー開催など経営改善への意欲を喚起す
る取組を実施するため、プロフェッショナル人材センターを運営する。

地域若者就業・定着支援事
業費

道内14か所に地域雇用ネットワーク会議を設置し、若者へ企業情報等を提供
する「じもと×しごと発見フェア」のほか、非正規労働者の正社員化・処遇改
善に向けた調査等を実施する。

ほっかいどう働き方改革支
援センター運営等事業費

企業等の働き方改革を支援するため、包括的な支援をワンストップで行う
「ほっかいどう働き方改革支援センター」を運営するとともに、人手不足の業
界団体と連携した改革プランの作成等に取り組む。

投資先導型グローカルビジ
ネス推進事業費

観光関連産業を中心とした海外からの投資を促進するため、北海道ブランド
と一体的に本道の優位性や潜在力等を世界に発信する。

北海道創生プラットフォーム
形成事業費

市町村の地域創生に向けた取組を支援するため、市町村が実施するプロ
ジェクトと首都圏等の企業や人材とのマッチングを進める。

若者・女性等の就業・働き方
改革支援

人口流出が進む若者・女性の地域定着、首都圏等からの還流を促進するとと
もに、就業環境の整備など働き方改革をワンストップで行う拠点を設置する
ことにより、地域産業を担う人材の活躍と確保を総合的に支援する。

若年者等人材呼び込み・呼
び戻し事業費

道外の若年者等の呼び込み・呼び戻しのため、インターネットを活用した求人・
求職情報の提供や、大学・民間が主催する就職説明会等における道内企業の
求人情報の提供などの取組を実施する。

-地域のしごと創生-中小・小
規模企業の元気づくり

多様な関係者によるサポート体制のもと、中小企業等の生産性･販売力向上
に向けた人材の育成や優良事例の普及、市町村と企業や専門人材をマッチ
ングする仕組みづくりなどに取り組み、地域のしごと創生を推進する。

小規模企業持続的発展支援
事業費

小規模企業のICTの利活用などを通じた経営体質の強化や生産性の向上を
支援するため、地域の支援機関の職員や企業の経営者、従業員等への研修
を実施するとともに、取組事例の普及啓発を行う。

木質バイオマス資源活用促
進事業費

伐採現場で発生する利用価値の低い間伐材など林地未利用材の集荷システ
ムの構築や、木質ペレット等の利用拡大に向けた流通コスト低減などに向けた
実証事業を行う。

次世代エネルギープロジェ
クト事業化推進事業費

道内企業が持つ積雪寒冷地特有の製品や技術と、道外企業が持つ資源や技
術を組み合わせるなどして実施する環境・エネルギー関連プロジェクトを支
援する。

環境産業販路確立総合対策
事業費

道外企業との企業間連携による環境関連技術の事業化に向けたコーディ
ネートや販路開拓・拡大を促進するため、道外展示会への出展や成果発表会・
プレゼンマッチングを実施する。

リサイクル産業振興対策費 リサイクル製品の事業化に向けた取組に対する支援や産学官連携による協
議検討等を行う。
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来 戦

5,360
【経済部】 ㉙ （ 6,357 )

来 戦

80,498
【経済部】 ㉙ （ 80,504 )

来 戦

54,182
【経済部】 ㉙ （ 54,182 )

来 戦

75,137
【経済部】 ㉙ （ 75,137 )

来 戦

16,692
【経済部】 ㉙ （ 16,694 )

来 戦

188,837
【経済部】 ㉙ （ 188,935 )

来 戦

34,851
【経済部】 ㉙ （ 34,924 )

来 戦

7,000
【経済部】 ㉙ （ 7,000 )

来 戦

12,640
【経済部】 ㉙ （ 14,863 )

来 戦

6,593
【経済部】 ㉙ （ 6,593 )

来 戦

8,117
【経済部】 ㉙ （ 8,129 )

来 戦

8,029
【経済部】 ㉙ （ 8,055 )

来 戦

51,142
【経済部】 ㉙ （ 51,948 )

創

◎ ※ 548,453
(再掲) 【総合政策部・経済部】 ㉙ （ 0 )

○ 36,665
【経済部】 ㉙ （ 26,848 )

○ 37,625
【経済部】 ㉙ （ 27,253 )

○ 1,709,716
【経済部】 ㉙ （ 1,547,804 )

70,427
【経済部】 ㉙ （ 70,565 )

8,445
【経済部】 ㉙ （ 28,488 )

106,883
【経済部】 ㉙ （ 112,064 )

3,867
【経済部】 ㉙ （ 5,526 )

北海道求職者就職支援セン
タ－事業費

本道の将来を担う若者や、再就職の緊急性が高い中高年求職者の就職を促
進するため、ジョブカフェ・ジョブサロン北海道において、カウンセリングやセ
ミナーなどきめ細やかな就職支援サービスを推進する。

北海道就業サポートセン
ター事業費

企業における若年者の人材確保・定着やﾆｰﾄの理解・受入促進を図るため、14
振興局に企業向けの相談窓口「北海道就業ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ」を開設し、「ほっかい
どう働き方改革支援ｾﾝﾀｰ」や専門家と連携しながらｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行う。

北のふるさと事業承継支援ﾌｧﾝﾄﾞ投
資事業有限責任組合に対する出資金

地域経済・雇用を支える小規模企業の事業活動の継続を図るため、官民連携
の資金供給ファンドに出資し、円滑な事業承継の成功事例づくりを行う。

中小企業競争力強化促進事
業費

道内中小企業の競争力強化を図るため、｢北海道産業振興条例(通称)｣に基
づき、製品開発や市場開拓、場所や時間にとらわれない働き方の導入に対し
助成を行う。

公共訓練費（緊急再就職訓練
費）

国の委託事業により、公共職業安定所の受講指示や受講推薦を受けた求職
者を対象に、民間の教育施設等を活用し、保育、介護、ＩＴなどに係る職業訓練
を実施する。

公共訓練費（養成・転職職業
訓練費）

道立高等技術専門学院において新規学卒者や離転職者等に対し、技能・知識
の付与やその職業能力を再開発することにより、就職を容易にし、職業生活
の安定を図る。

寒冷環境対応IoT製品等の
開発支援拠点整備事業費

スマート農業や寒冷地仕様EVなど幅広い分野における積雪寒冷環境対応の
IoT製品や、航空宇宙関連機器の開発・製造を加速化させるため、(地独)道立
総合研究機構工業試験場の施設・機器の整備を行う。

次世代自動車関連ものづく
り産業振興事業費

環境配慮型ものづくり産業の振興を図るため、次世代自動車産業への若年
者の理解促進など人材育成の取組などを進める。

「健康・医療」関連分野参入
促進事業費

参入意欲の喚起や発注ニーズ等を紹介するセミナー、医療機器メーカー等
の工場見学会、道外展示会への出展などより、健康長寿分野への道内ものづ
くり企業の参入を促進する。

雇用創出地域展開事業費 地域がもつ特性を活かしながら、商品開発力の強化、販路拡大、新たな事業
展開への支援のほか、雇用のミスマッチの緩和、若者の早期離職防止のため
の地域企業・地域求職者に対する支援など振興局における取組を推進する。

地域マネジメント推進事業費 雇用創出の取組や産業育成のノウハウを有する人材を配置し、関係機関と
の調整を通じて戦略産業雇用創造プロジェクトの効果的かつ円滑な事業展
開を図る。

ものづくり産業企業誘致推
進事業費

中京圏で開催される展示・商談会への出展や重点的な企業訪問により、もの
づくり関連企業の本道への立地を加速させ、雇用の創出を図る。

健康・医療産業立地促進事
業費

道内の大学や研究機関との継続的な情報交換により、将来的に企業誘致に
結びつく可能性のある研究シーズを把握するとともに、国内外の医療品、医
療機器メーカー等への情報発信や企業訪問により企業立地を促進する。

若年者安定就業促進事業費 食・ものづくり分野への就業促進を図るため、地域において合同企業説明会
や技能実習等を行うとともに、地域の企業の人材確保に向け、企業情報や生
活情報の発信などの取組を行う。

中高年求職者安定就業促進
事業費

中高年求職者を対象に、地域産業の理解に資する取組や意識改善セミナー、
企業見学会などを実施する。

中核的人材育成促進事業費 中核的人材育成に必要な研修など、企業が中途採用者に対して実施する
様々な人材育成の取組を支援する。

食品製造業のマーケティン
グ力強化事業費

地域の上質な商品の発掘やターゲット市場の嗜好等を踏まえたブランド化、
販路拡大など、段階的な支援を行う。

食品製造業の人材育成事業
費

地域資源を有効活用した食品開発・販売に取り組むマーケティング人材の育
成を図るほか、ワイン造りに携わる者を対象に、栽培、醸造、マーケティング手
法等を習得する機会を提供する。

地域立地展開事業費 地域への投資を促すフォーラムの開催や北海道にゆかりのある道外の企業
人を企業誘致サポーターとして活用することにより、企業立地を促進する。

ものづくり産業販路拡大事
業費

道外企業とのマッチングや、商談に向けた情報提供などを実施し、ものづくり
企業の道外への販路拡大を促進する。

機能性食品・素材ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ
強化ﾊﾟｯｹｰｼﾞ事業費

全国の自治体に先駆けて北海道が導入した北海道食品機能性表示制度(愛
称:ヘルシーDo（ﾄﾞｩ))などを活用し、科学的根拠に基づく付加価値の高い機
能性食品・素材の開発促進・支援や販路拡大等の取組を行う。
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1,800,936
【経済部】 ㉙ （ 1,795,353 )

230,388
【経済部】 ㉙ （ 248,542 )

96,642,000

【経済部】 ㉙ （ 107,318,000 )

20,702
【経済部】 ㉙ （ 20,702 )

10,000
【建設部】 ㉙ （ 10,000 )

●暮らしを守る地域医療の確保と健康づくりの推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来

○ 14,730
【保健福祉部】 ㉙ （ 16,875 )

177,234

来

822
【保健福祉部】 ㉙ （ 828 )

◎ 690
【保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

4,100
【保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

9,807
【保健福祉部】 ㉙ （ 1,562 )

2,512
【保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

6,297
【保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

153,006
【保健福祉部】 ㉙ （ 150,813 )

679,845
【総務部】 ㉙ （ 12,199,527 )

99,896
【保健福祉部】 ㉙ （ 79,861 )

15,302
【保健福祉部】 ㉙ （ 14,873 )

20,578
【保健福祉部】 ㉙ （ 20,800 )

402,230
【保健福祉部】 ㉙ （ 456,000 )

96,780
【保健福祉部】 ㉙ （ 96,780 )

地方・地域センター機能強化
事業費補助金

道が各圏域の中核的病院として指定している地方センター病院（三次医療
圏）、地域センター病院（二次医療圏）の地域医療支援機能を強化し、圏域に
おけるきめ細やかな医療提供体制を構築する。

札幌医科大学運営支援費
（施設整備費）

「札幌医科大学施設整備構想」（平成24年３月策定）に基づき、札幌医科大学
の老朽・狭隘化した施設の整備、高度先進医療の開発や提供など地域への医
療サービス提供に必要な施設の整備を図る。

総合診療医確保推進等事業
費

総合診療専門医取得後の若手医師を指導医として養成し、今後の道内勤務
につなげる医療機関の取組に対し補助するとともに、総合診療医を目指す人
材の確保・養成に向けた取組を行う。

遠隔医療促進事業費 都市部の専門医が遠隔地の医師に対面で指導・助言を行える環境づくりを進
めるため、遠隔ＴＶカンファレンスシステムの導入等を支援する。

患者情報共有ネットワーク構
築事業費

ＩＣＴを活用して医療機関間又は医療機関と介護事業所間で患者情報等を共
有するためのネットワークの構築に対して支援する。

喫煙率低下事業費 たばこをやめたい人に対するサポート体制の充実に向けて、禁煙治療医療
機関等のリストを整備し、医療関係団体等との連携により情報提供等の支援
を行う。

受動喫煙防止対策事業費 受動喫煙の防止に向け、健康影響や効果的な対策の手法等について、施設
管理者を対象としたセミナーを開催するとともに、飲食店等に対し、禁煙・分
煙等その取組の表示を促進するため、ステッカーを作成・配布する。

患者搬送航空機運航事業費 地域の医療機関では提供が困難な高度・専門医療を必要とする患者を、医学
的管理のもと専門医療機関へ短時間で搬送するため、メディカルウイングを
運航する。

その他がん対策事業費 がん医療の提供体制・相談体制を整備するためのがん拠点病院への支援、が
ん後遺症治療に関する医療従事者向けのセミナーの開催、がん罹患、診療等
の実態を把握分析するためのがん登録などに取り組む。

北海道がん対策推進計画費 がん患者の実態や企業のがん対策の取組、道のがん対策の施策効果等を把
握し、効果的ながん対策につなげるため、がん拠点病院等の協力を得ながら
実態把握調査を行う。

がん予防・早期発見対策事
業費

がん検診の受診率の向上を図り、がんの死亡率を減少させるため、検診デー
タの分析や市町村及び検診機関向け研修会を実施するとともに、児童に対
するがん予防の普及啓発を実施する。

喫煙防止健康教育支援事業
費

特に健康への影響が大きい未成年者や妊産婦等向けの喫煙防止に関する健
康教育資材を作成し、市町村や関係団体等が行う喫煙防止健康教育を支援
する。

専攻医等確保推進事業費 専攻医等にとって地域が魅力ある職場となり、キャリア形成が図られる環境
をつくるため、地域全体で医療を支える機運を醸成するとともに、指導医の
派遣など地域における研修体制を構築する。

がん対策関連事業費 がん対策の推進を図るため、未成年者等の喫煙防止に向けた健康教育資材
の作成や飲食店等における受動喫煙防止対策の促進、がん検診受診率の向
上に向けた市町村等に対する研修会等に取り組む。

がん患者就労支援事業費 がん患者等が社会生活を営む上での不安や負担の軽減を図るため、企業の
福利厚生担当者などを対象に、治療と就労の両立ができる職場環境づくりを
促進する研修会を実施する。

企業立地促進費補助金 自動車関連など、成長・発展が期待される産業の工場等の新増設や本社機能
の移転に対して支援を行う。

建設業担い手対策推進事業
費

建設産業の担い手確保・育成を図るため、建設産業ふれあい展やICT体験講
習会、人材確保・育成に向けた研修会等を実施するとともに、建設業団体等
が行う生産性向上等の事業経費の一部を補助する。

高度技術産業集積活性化事
業費

函館地域の中核的試験研究機関である「道立工業技術センター」の管理運
営及び機器整備を行うとともに、これまで蓄積された技術・人材等の産業集
積を活用し、新事業創出を促進する。

中小企業総合振興資金貸付
金

金融機関に原資を預託して、中小企業者に対する融資を促進する。

商店街振興対策費補助金 北海道商店街振興組合連合会が行う傘下の商店街振興組合への指導事業、
研修会等を支援する。
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1,979,133
【保健福祉部】 ㉙ （ 1,979,133 )

156,327
【保健福祉部】 ㉙ （ 156,327 )

178,186
【保健福祉部】 ㉙ （ 99,469 )

72,661
【保健福祉部】 ㉙ （ 66,999 )

144,000
【保健福祉部】 ㉙ （ 144,000 )

72,442
【保健福祉部】 ㉙ （ 72,442 )

380,512
【保健福祉部】 ㉙ （ 374,547 )

996,919
【保健福祉部】 ㉙ （ 996,919 )

159,344
【保健福祉部】 ㉙ （ 159,344 )

140,125
【保健福祉部】 ㉙ （ 193,358 )

164,293
【保健福祉部】 ㉙ （ 164,293 )

26,614
【保健福祉部】 ㉙ （ 26,614 )

190,329
【保健福祉部】 ㉙ （ 190,449 )

16,775
【保健福祉部】 ㉙ （ 1,666,228 )

47,135
【保健福祉部】 ㉙ （ 47,135 )

535,562
【保健福祉部】 ㉙ （ 535,289 )

989
【保健福祉部】 ㉙ （ 1,222 )

●誰もが心豊かに暮らし共に発展できる社会の構築
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

246,681

来

◎ 3,898
【保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

76,610
【保健福祉部】 ㉙ （ 78,830 )

障がい者意思疎通支援・手
話条例関連事業費

障がい者の意思疎通や手話が言語であることの認識の普及等に関する条例
の制定に伴い、道民の理解促進を図るフォーラムの開催、意思疎通支援者の
人材確保に向けた養成研修の充実などに取り組む。

障がい者が暮らしやすい地域づ
くり委員会等運営事業費 など

障がい者への差別や社会的障壁等について協議する委員会を１４振興局に
設置するほか、市町村地域生活支援事業への補助などを実施する。

障がい者意思疎通支援・手
話条例推進事業費

障がい者の意思疎通や手話が言語であることの認識の普及等に関する条例
の制定に伴い、フォーラムを開催するなど、障がい者の意思疎通等について
道民の理解を深める取組を実施する。

ナースセンター事業費 未就業看護職員に対する就業斡旋や訪問看護師養成講習会等を実施し、看
護職員の確保、再就業の促進を図る。

子育て看護職員等就業定着
支援事業費補助金

病院内保育所の運営に対し支援を行い、看護職員の離職防止、就業定着を図
る。

健康づくり推進事業費 市町村・企業等と連携し、道民の健康づくりの取組等にインセンティブを与え
る「北海道健康マイレージ事業」を実施する。

小児救急電話相談事業費 小児科医師や看護師が、電話により夜間における子どもの急な病気やけが
などの相談に対応する。

在宅医療提供体制強化事業
費補助金

在宅医療を担う医師の育成や訪問診療の体制整備のための支援等を行う。

医療型障害児入所施設改築
事業費

旭川肢体不自由児総合療育センターについて、施設の老朽化、狭隘化等に対
応し療養環境を改善するため、現施設の敷地内に改築を行う。

救急医療情報システム事業
費

救急医療に必要な医療機関情報等を提供する「北海道救急医療情報案内セ
ンター」を運営する。

救命救急センター事業費補
助金

２４時間体制で救命医療を行う救命救急センターに対する支援を行う。

小児救急医療対策費 小児救急患者に対する医療を輪番制方式により実施する医療機関などに対
する支援を行う。

女性医師等就労支援事業費
補助金

女性医師の就労サポート、勤務環境整備に取り組む医育大学、道医師会及び
医療機関に対し支援を行う。

医師養成確保修学資金貸付
事業費

地域における医師を確保するため、一定期間の地域勤務を誓約した道内医
育大学の地域枠入学者に対し、償還免除となる奨学金を交付する。

ドクターヘリ整備事業費 重症重篤患者等を搬送するドクターヘリの運航に対する支援を行う。

へき地医療対策事業費補助
金

無医地区等への巡回診療などを行うへき地医療拠点病院の運営、へき地診
療所の整備や運営等に対する支援を行う。

地域医師連携支援センター
運営事業費

道が設置している「地域医師連携支援センター」により、医師不足病院の医
師確保の支援など医師の地域偏在の解消を図る。

地域医療支援センター運営
事業費

道内の医育大学に設置した「地域医療支援センター」により、医育大学と連携
の上、医師不足地域に医師派遣を行う。

病床機能分化・連携促進基
盤整備事業費

急性期から回復期など病床機能転換に伴う施設の整備等に対して支援を行
う。

緊急臨時的医師派遣事業費 都市部の医療機関から医師確保の難しい地域の医療機関に医師を派遣する
ことにより、緊急臨時的な医師派遣の体制整備を図る。
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82,305
【保健福祉部】 ㉙ （ 74,609 )

83,868
【保健福祉部】 ㉙ （ 83,419 )

来 創

6,410
(再掲) 【保健福祉部】 ㉙ （ 6,410 )

来 創

5,439
【保健福祉部】 ㉙ （ 5,794 )

◎ 2,523
【保健福祉部】 ㉙ （ 0 )

○ 4,602
【保健福祉部】 ㉙ （ 3,209 )

○ 57,051
【保健福祉部】 ㉙ （ 56,364 )

○ 132,040
【保健福祉部】 ㉙ （ 24,769 )

○ 18,558
【保健福祉部】 ㉙ （ 17,272 )

29,433
【保健福祉部】 ㉙ （ 31,048 )

20,218
【保健福祉部】 ㉙ （ 25,503 )

32,908
【保健福祉部】 ㉙ （ 32,899 )

15,143
【保健福祉部】 ㉙ （ 21,782 )

28,522
【保健福祉部】 ㉙ （ 28,510 )

2,729,087
【保健福祉部】 ㉙ （ 4,675,384 )

69,480
【保健福祉部】 ㉙ （ 58,140 )

28,859
【保健福祉部】 ㉙ （ 19,740 )

17,521
【保健福祉部】 ㉙ （ 14,323 )

76,663
【保健福祉部】 ㉙ （ 57,363 )

来

◎ 5,701
【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

来

◎ 37,374
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

歴史文化「体感」交流空間再
生事業費

北海道百年記念事業の一環として整備した百年記念施設(北海道博物館、開
拓の村、百年記念塔)を含む周辺地域を、歴史文化体感交流空間として再生
するための構想を策定する。

「アートギャラリー北海道」推
進事業費

道内の美術館等が所蔵する美術品等の価値を見つめ直し、その魅力の発信
を強化するため、美術館等の連携による所蔵作品の相互紹介やイベント事
業、PR活動を展開する。

介護従事者定着支援事業費 介護事業所への相談支援等を実施するとともに、「北海道介護人材確保対策
推進協議会」において職員の確保や定着に向けた対策を協議する。

潜在的介護職員等活用推進
事業費

介護分野での潜在的有資格者等の再就業を促進するため、就業を希望する
有資格者等の介護事業所への紹介予定派遣を実施する。

介護のしごと普及啓発事業
費

高齢者や主婦など広く道民の介護に対する理解の促進を図るため、介護に
関する普及啓発イベントや職場見学会等を実施する。

介護サービス提供基盤等整
備事業費

地域密着型特別養護老人ホーム等の整備やその開設準備に要する経費等を
支援する。

地域包括支援センター機能
充実事業費

地域包括支援センター職員の資質向上や地域ケア会議への支援を行う。

キャリアパス支援等研修事
業費

介護従事者等のキャリア形成を促進し資質向上を図るため、研修の実施や実
務者研修等受講のための代替職員の雇用を支援する。

障がい者の多様な社会参加
促進事業費

多様な産業の事業所等にコーディネーターを派遣するなどして、障がい者雇
用の理解促進を図る。

介護ロボット導入支援事業費 介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など労働環境の改善につ
なげるため、介護ロボットの導入に対する補助等を行うほか、ICT機器等の導
入を促進する。

認知症対策等総合支援事業
費

地域支援体制の構築、医療体制の充実、認知症ケアの質の向上等を図る各種
事業を実施する。

介護予防・生活支援サービス
等充実支援事業費

アクティブシニアを対象に共助・互助による地域づくりセミナーを実施する
ほか、生活支援コーディネーターの養成等に向けた取組を支援する。

在宅生活の限界点を引き上
げる介護ｻｰﾋﾞｽ普及事業費

要介護者の在宅生活を柔軟に支える「小規模多機能型居宅介護」及び「定期
巡回・随時対応型訪問介護看護」の普及を図る。

地域人材を活用した労働環
境改善促進事業費

介護福祉士の労働環境の改善を通じ、職場定着の推進を図るため、介護事業
所における直接介助以外の補助業務への高齢者等の従事促進の取組を支援
する。

障害者社会参加等総合推進
事業費　など

手話通訳者の派遣・養成、字幕や手話入りの動画等の製作・貸出、盲ろう者通
訳・介助員や要約筆記者の派遣・養成、手話通訳者やろうあ者相談員の設置
に対する補助などを実施する。

視覚障害者情報提供施設運
営事業費　など

点字・音声図書を制作し、視覚障がい者等に貸し出す点字図書館等に対し補
助を行うほか、盲人相談員の設置や点訳・朗読奉仕員養成、中途視覚障がい
者の生活訓練などを実施する。

「共生型地域福祉拠点」推進
事業費

高齢者、障がいのある方、子ども等の多世代が交流し、住民同士の支え合い
の取り組みを進める「共生型地域福祉拠点」の設置促進に向けた機運の醸成
や拠点運営の核となる人材の実践力の向上を図る。

外国人介護人材受入研修事
業費

外国人介護人材の受入に関する諸制度（在留資格「介護」、外国人技能実習
制度及びEPA）に対する理解促進を図るため、受入を検討する法人や事業所
を対象とした研修を実施する。

重度障がい者医療的ケア等
支援事業費

重症心身障がい児等の社会参画を促進するため、地域活動の場への看護師
等の派遣や、振興局における協議の場の設置など、地域の支援体制を整備す
る。

障がい児等支援体制整備事
業費

市町村・事業所等に対する研修の実施などにより、障がい児や発達障がい児
者の支援体制を整備する。

介護職員等のたん吸引等研
修事業費

特別養護老人ホーム・有料老人ホーム・認知症グループホーム、障害者支援
施設、在宅及び通所の介護・障害サービス事業所等において、たんの吸引等
の医療的ケアを行う介護職員等を養成する。
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来

○ 25,326
(再掲) 【環境生活部】 ㉙ （ 8,560 )

来

3,650
【総合政策部】 ㉙ （ 10,000 )

創

◎ ※ 100,000
【環境生活部】 ㉙ （ 0 )

◎ 2,700
【教育庁】 ㉙ （ 0 )

○ 1,678
【環境生活部】 ㉙ （ 1,388 )

○ 27,234
【環境生活部】 ㉙ （ 27,168 )

87,835
【総務部】 ㉙ （ 23,920 )

303,270
【総務部】 ㉙ （ 48,148 )

16,039
【環境生活部】 ㉙ （ 16,039 )

100,683
【環境生活部】 ㉙ （ 102,561 )

11,592
【環境生活部】 ㉙ （ 11,592 )

100,000
【環境生活部】 ㉙ （ 100,000 )

10,236
【環境生活部】 ㉙ （ 11,145 )

●地域課題の解決に向けた取組の推進
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来 創

○ 274,007
【総合政策部】 ㉙ （ 268,128 )

来 創

9,591
【総合政策部】 ㉙ （ 9,932 )

来

◎ 15,187
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 0 )

来

82,381
【環境生活部】 ㉙ （ 83,700 )

◎ 8,125
【総務部】 ㉙ （ 0 )

477,755

○ 29,037
【総務部】 ㉙ （ 4,000 )

北方領土関連予算 北方四島共同経済活動等の推進や北方領土問題の啓発活動、隣接地域市町
が行う地域振興事業等に対する助成などにより、北方領土返還要求運動を
推進する。

北方四島共同経済活動等推
進事業費

北方四島における共同経済活動の本格化を見据え、平成29年9月の日露首
脳会談で合意された優先プロジェクトの推進を図るとともに、関係機関との
調整等を行う。

エゾシカ指定管理鳥獣捕獲
等事業費

第５期エゾシカ管理計画の捕獲目標達成のため、関係機関と連携し、全道で
の捕獲事業等を実施する。

クラウドファンディング活用
パイロット事業費

全庁的なクラウドファンディングの活用に向け標準的な事業実施手法等を確
立するため、道内2地域における地域課題の解決等をテーマとして、クラウド
ファンディングを試行する。

北海道創生プラットフォーム
形成事業費

市町村の地域創生に向けた取組を支援するため、市町村が実施するプロ
ジェクトと首都圏等の企業や人材とのマッチングを進める。

芸術文化活動費補助金 北海道の交響楽による音楽芸術の水準向上を図るため、（公財）札幌交響楽
団の活動に対して補助をする。

生物多様性保全推進事業費 「北海道生物の多様性の保全等に関する条例」に基づき、絶滅のおそれのあ
る希少野生動植物種の保護対策、生態系への影響が大きい外来種の対策な
どに取り組む。

文書館整備事業費 道立図書館と類似機能を有する道立文書館について、両者の機能を複合化
した施設を道立図書館敷地内に整備する。

世界遺産登録推進費 北海道・北東北の縄文遺跡群の世界遺産登録をめざし、北東北３県及び関係
市町との共同事業を推進するとともに、官民一体となった運動を展開する。

北海道文化財団補助金 北海道文化振興条例及び北海道文化振興指針に基づき、文化振興施策を機
動的かつ効果的に推進するため、(公財）北海道文化財団が行う事業に補助
する。

地域政策推進事業費 北前船等の歴史や文化、自然環境など地域の資源を活かし、地域に根ざした
施策の推進を図るため、振興局自らが地域と連携・協働して取り組むプロジェ
クト等を推進する。

地域文化発信推進事業費 北海道博物館において、「北海道」の名付け親である松浦武四郎の功績等を
振り返る特別展「松浦武四郎」展等を開催する。

若年者等地域人材誘致・交
流促進事業費

道内外の若者が地域への関心や愛着を持つための実践活動プログラムを策
定・普及するとともに、将来のUIターンや移住につなげるため、首都圏の若年
層とのネットワークを構築し、移住関心層の掘り起こしを図る。

一般財団法人地域創造負担
金

地域における創造的で文化的な表現活動のための環境づくりを行うととも
に、地方公共団体が実施するこれらの活動を支援するために各都道府県の
出資により設立された（一財）地域創造に負担金を支出する。

赤れんが庁舎改修事業費 赤れんが庁舎を適切に保存するとともに、歴史文化・観光情報の発信拠点と
して利活用を図り、北海道観光の呼び水とするため、改修に向けた実施設計
や有効活用に向けた指針の策定を行う。

北海道博物館事業費 アイヌ文化や縄文文化など、本道の歴史・文化・自然について、国内外へ広く
発信するため、北海道博物館において資料展示等を実施する。

地域メディア芸術推進事業
費

道民の文化活動への参画意欲の向上と参加機会の拡充を図るため、「北の
まんが大賞」を実施するとともに、大賞受賞者等のステップアップ支援とし
て、道の広報媒体制作への積極的起用を推進する。

ほっかいどう民俗芸能振興
事業費

地域に伝わる民俗芸能の振興・伝承を図るため、子どもたちが主体的に取り
組む民俗芸能の活動の全道大会を開催する。

「北海道みんなの日」活動推
進費

「北海道みんなの日」（愛称：「道みんの日」）の周知・定着に向け、各部局及び
民間企業と連携した事業及びＰＲを行う。

歴史文化資源を活かした交流・
人材育成拠点整備事業費

地域の歴史的文化資源を活かしたまちづくりや地域創生を進めるため、歴
史・文化を体感できる交流拠点であり、ヘリテージ・マネージャー等の研修拠
点となる開拓の村の施設整備を行う。
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19,188
【総務部】 ㉙ （ 19,176 )

31,941
【総務部】 ㉙ （ 31,580 )

63,344
【総務部】 ㉙ （ 68,841 )

180,000
【総務部】 ㉙ （ 230,000 )

154,245
【総務部】 ㉙ （ 151,411 )

○ 9,426
【総合政策部】 ㉙ （ 9,047 )

○ 113,751
(再掲) 【総合政策部】 ㉙ （ 99,752 )

○ 4,550,000
【総合政策部】 ㉙ （ 4,500,000 )

○ 1,457
【総合政策部】 ㉙ （ 1,247 )

11,660
【総合政策部】 ㉙ （ 20,000 )

139,713
【環境生活部】 ㉙ （ 133,611 )

7,211
【環境生活部】 ㉙ （ 7,211 )

12,500
【建設部】 ㉙ （ 12,500 )

2,913
【建設部】 ㉙ （ 3,296 )

●「まさか」への備えと強靱でやさしい地域づくり
事　　業　　名 概　　　　　　要 予 算 額(千円)

来

12,000
【総務部】 ㉙ （ 35,000 )

来

20,000
【環境生活部】 ㉙ （ 20,000 )

来

10,313
【保健福祉部】 ㉙ （ 11,198 )

◎ 126,300
(再掲) 【総務部】 ㉙ （ 0 )

○ 6,498
【環境生活部】 ㉙ （ 4,356 )

○ 4,581,000
【建設部】 ㉙ （ 3,655,500 )

飲酒運転根絶推進関連事業
費

飲酒運転根絶に向けた取組を推進するため、飲酒運転根絶キャラバンや「飲
酒運転根絶の日」（7/13）の啓発事業等による住民や企業の意識の醸成など
に取り組む。

空き家対策推進事業費 「空き家等対策に関する取組方針」に基づき、北海道空き家情報バンクの運
営・周知や市町村の取組に対する支援などを実施する。

河川事業防災・安全交付金
(総合流域防災事業費)

防災・減災対策の推進を図るため、堤防整備・河道掘削等のハード対策や洪水
時の水位監視対策など、洪水時における円滑かつ迅速な住民避難に資する
施設等の整備を進める。

「まさか」に備える危機対策総合推進
事業・国民保護体制整備推進費

国などの関係機関と連携し、広域の大雨災害を想定した防災訓練やテロな
どを想定した国民保護訓練に取り組むほか、市町村が行う防災訓練・研修や
小学校での防災学校等について、企画から実施まで広くサポートする。

北の住まいるタウン推進事
業費

コンパクトなまちづくりや低炭素化・資源循環、生活を支える取組を一体的に
進める「北の住まいるタウン」を推進するため、市町村におけるモデルづくり
を進めるとともに、ブロックセミナーの開催など、普及啓発を図る。

北海道災害ボランティアセン
ター運営事業費補助金

災害発生時にボランティアの調整や活動を迅速に行うため、平常時からの災
害ボランティアのネットワークづくりや人材育成への取組等を行う、北海道災
害ボランティアセンターの運営に対し支援を行う。

私立学校施設耐震化支援事
業費補助金

子どもたちが安全な環境下で学べるよう、私立学校施設の耐震化を進める
ため、学校法人等が行う耐震化に係る経費の一部を補助する。

犯罪被害者等支援推進事業
費

犯罪被害者等に対し相談業務や情報提供等の支援を行うほか、「犯罪被害者
等支援条例」の制定に伴い、普及啓発等の取組を一層推進する。

地域づくり総合交付金 個性豊かで活力に満ち、人々が将来にわたり安心して暮らすことのできる地
域社会の実現を図るため、市町村等が実施する地域課題の解決や地域創生
に向けた取組等を支援する。

ふるさと寄附金促進事業費 ふるさと納税の利便性向上に取り組むとともに、道独自の返礼品の贈呈やＰ
Ｒを行う。

道内避難者住宅支援事業費 東日本大震災による道内避難者に対し、平成28年度末及び平成29年度末で
住宅の無償供与が終了する世帯の安定的な生活基盤を図るため、住宅確保
に向けた支援を行う。

エゾシカ有効活用推進事業
費

ブランド化推進のため、認証制度を運用し、認証取得を促進するほか、給食や
レストランでの活用の機会を拡大するなど、エゾシカの総合的な利活用を推
進する。

北方墓参費　など 元島民の墓参慰霊のための北方領土墓参等を実施する。

特定地域政策推進費 条件不利地域等の振興、発展を図り、また、集落対策の取組を道内各地に幅
広く普及・定着させるための取組を行う。

特定有人国境離島地域社会
維持推進交付金

「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維
持に関する特別措置法（H29.4施行）」において、「特定有人国境離島地域」に
規定されている離島地域の航路及び航空路の運賃の低廉化を行う。

消費生活センター管理運営
費

消費生活に関する情報及び学習機会の提供、消費生活相談員による年齢な
どに配慮した質の高い相談対応などに取り組む。

千島歯舞諸島居住者連盟補
助金

（公社）千島歯舞諸島居住者連盟が実施する元島民の援護事業に対して補助
する。

北方領土復帰期成同盟補助
金

（公社）北方領土復帰期成同盟が実施する啓発事業に対して補助する。

北方領土隣接地域振興等補
助金

隣接地域所在市町が行う地域振興事業等に対して補助する。

北方領土返還要求運動促進
費

北方領土問題解決への気運を醸成するため、啓発活動などによる返還要求
運動を行う。
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○ 140,023
【警察本部】 ㉙ （ 125,414 )

○ 390,392
【警察本部】 ㉙ （ 216,065 )

○ 21,851
【警察本部】 ㉙ （ 6,452 )

475,299
【総務部】 ㉙ （ 470,455 )

2,801,207
【総務部】 ㉙ （ 22,516 )

141,730
【総務部】 ㉙ （ 115,712 )

16,811
【総務部】 ㉙ （ 17,093 )

2,129,753
【総務部】 ㉙ （ 248,299 )

47,147
【環境生活部】 ㉙ （ 47,368 )

※ 9,780,443
【水産林務部】 ㉙ （ 7,659,452 )

13,722
【教育庁】 ㉙ （ 13,763 )

14,468,097

【建設部】 ㉙ （ 14,763,309 )

1,555,000
【建設部】 ㉙ （ 1,497,500 )

8,932,932
【建設部】 ㉙ （ 6,892,946 )

1,170,000
【建設部】 ㉙ （ 1,170,000 )

3,300,000
【建設部】 ㉙ （ 3,300,000 )

21,781
【警察本部】 ㉙ （ 27,213 )

381,245
【警察本部】 ㉙ （ 381,245 )

4,355,920
【警察本部】 ㉙ （ 4,311,995 )

防災危機管理対策費（北海
道強靱化計画経費）

大規模災害等発生時における各種警察活動を迅速かつ的確に行うため、災
害用・訓練用資機材を整備し、災害対処能力の強化を図る。

民間大規模建築物耐震改修
事業費補助金

民間大規模建築物や防災拠点建築物の所有者が行う耐震改修工事を支援
する市町村に対し、耐震改修に係る経費の一部を補助する。

消防防災ヘリコプター共同
運航関連事業費

道警察との共同運航による消防防災ヘリコプターの24時間運航体制の確保
に向け、操縦士及び整備士を養成するとともに、消防防災ヘリコプターの購
入、格納庫・事務室の整備を行う。

総合防災体制整備事業費 石油コンビナート総合防災訓練を実施するとともに、自主防災組織の結成促
進に向けた取組や防災教育を推進する。

消防力強化対策費 消防団の活性化や常備消防の広域連携を図る事業を行うほか、消防団の充
実強化や防災防火の普及啓発を図るため、消防防災体制の充実強化に寄与
する団体に対して補助金を交付する。

北海道議会庁舎改築整備事
業費

老朽化が著しく、耐震性能が不足している議会庁舎の改築のほか、本庁構内
における各施設（本庁舎、赤れんが庁舎、現議会庁舎）や地下連絡通路など
の維持、改修に関する工事を行う。

河川事業防災・安全交付金
(総合流域防災事業費を除く)

災害に強い強靱な社会基盤を確立し、道民の命と暮らしを守るため、河川整
備や河川管理施設の長寿命化を進める。

土砂災害基礎調査 土砂災害警戒区域等の指定に必要となる基礎調査を実施する。

消防防災ヘリコプター運航
管理費

災害時において、被災者等の救出・救助・搬送等を行う消防防災ヘリコプター
を適切に運航・維持する。

防災教育推進事業費 防災等の実践的な安全教育を行う学校に対する支援などを行う。

交通安全施設整備費 交通規制標識、道路標示、交通信号機及び交通管制センター施設を整備し、
安全・円滑な道路交通環境を確保する。

交番・駐在所ネットワーク整
備経費

交番等のネットワーク整備により業務の効率化を図り、街頭活動や事案等の
対処体制を強化する。

重要犯罪等捜査支援システ
ム整備事業費

道内の犯人使用車両の移動情報を把握する捜査支援システム網を構築し、
被疑者の早期検挙と被害の拡大防止を図る。

警察署の機能強化に向けた
再編整備経費

複雑・多様化する治安情勢に的確に対応し、将来にわたって地域の安全・安心
を確保していくため、警察署の再編整備を行い、地域の警察力を高める。

交番相談員経費 パトロール活動等による警察官の交番不在時における住民サービスの向上
や不安感の払拭のため、交番相談員を配置する。

災害復旧事業費 被災地域の速やかな復旧・復興に向け、堤防や護岸、道路など被災施設の復
旧を行う。

特別対策事業費（河道内樹
木の伐採等）

道民が安心して暮らせる災害に強い地域づくりを進めるため、河道内樹木の
伐採や堆積土砂の掘削を計画的に実施し、流下能力の確保を図る。

配偶者暴力被害者支援対策
費

DV被害者の一時保護や相談業務等を行う民間団体を支援するほか、平日夜
間・休日の電話相談の実施など、DV被害防止に向けた総合的な取組を行う。

治山事業費 山地防災力を高めるため、荒廃山地の復旧整備とともに、重点的な予防対
策、総合的な流木対策の強化等による事前防災・減災対策を推進する。


	2.1確認依頼（こちらで確認）

